
第 9回  厚 生労働省省内事業仕分け

(配付資料)

・ 傍聴者のみなさまべ (傍聴時の留意事項)― 必ずお読み下さい。

口 厚生労働省省内事業仕分け傍聴者アンケー トー
ロ 座席表
・ 議事次第
・ 厚 生労働省省内事業仕分け8原則、民間有識者

【日本臓器移植ネットワーク】
口 資料 寸 (事務 ・事業説明資料)
・ 資料 2(改 革案説明資料)
・ 役員名簿
口 財務諸表
口 保有資産
口 契約状況
口 資料3(論 点等)
口 評価シー ト

【国際厚生事業団】
・ 資料 1(事 務 ・事業説明資料)
口 資料 2(改 革案説明資料)
口 役員名簿
・ 財務諸表
・ 保有資産
口 契約状況
・ 資料 3(論 点等)
・ 省外からの指摘事項等
・ 評価シー ト

切 り取つて

ご提出下さい。



本日は、厚生労働省の省内事業仕分けを傍聴いただきありがとうございます。

傍聴される前に、必ずご一読いただきますようお願いします。

O 座 席に限りがありますので、前からつめてお座り下さい。

○ 資 料は、お一人様■部限りとさせていただきます。お席の上の資料をお使い下さい。

O 本 日の資料及び仕分けの映像は、後日、厚生労働省HPに掲載する予定としております。

開始 10分 前までLlま、お席にお戻り下さしヽa

O ト イレ及び喫煙所の場所については、裏面をご覧下さい。

0 円 滑な議事の進行のため、次の点にご協力下さい。

1 限 られた時間内で円滑に審議を進行させるため、係員の誘導 ・指示に従つて下さい。

2 事 務局の指定した場所以外に立ち入ることは、できません。

3 ア ラーム付き時計、携帯電話等音の出る機器については、電源を切って下さい。

4 会 議場における言論に対して賛否を表明し、また拍手をすることはできません。また、

傍聴の方からのご質問はお受けいたしません。

5 静 粛を旨とし、審議の妨害になるような行為 (ビラ、プラカー ド等の持ち込み、鉢巻、

ゼッケン等の着用による示威的行為など)は 、謹んで下さい。

6 傍 聴中の飲食及び喫煙はご遠慮下さい。

フ や むを得ない場合を除き、傍聴者の入退場は慎んで下さい。

8 危 険な物を持つている方、酒気を帯びている方、その他秩序維持のため必要があると認

、 め られる方の傍聴はお断りいたします。

ち下さい。

O 傍 聴された上でのご感想がございましたら、

かアンケート回収箱へお入れ下さい。

アンケー ト用紙にご記入の上、係員にお渡しいただく

O ま た、

定でおりますので、是非ご意見をお寄せ下さい。

O そ の他ご不明の点がございましたら、お近くの係員までお問い合わせ下さい。

※ 入館の際に交礎 れた通行証は、必ずストランを 首からかけて確認嵯 るよう:こして下さい。

※ また、お帰りの際は、通行証を庁舎出口付近の警備員に必ず返却して下さい。



只今、

席を外しております。

厚生労働省省内事業仕分け

X  お 帰りの瞬には、費色のエレベーターll退繊することが考えられますので、お急きの方
は、建物 の端 (出入り口を出て若端)に設置きれております貨物用エレベーター又は、建物
の両端に設置されております階段で19階 に上がり、書色のエレベーターを利用していたたく
ことも可能です。
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※切 り離 してご提出下さい。

本日は、厚生労働省省内事業仕分けを傍聴いただき、ありがとうございました。

宣 しければ、アンケー トにご協力下さい。

<性 別 ・ご年齢などについて教えて下さい>

◆性別 :男性  /  女 性

◆年齢 :10代  / 20代  /

50代  / 60代  /

◆ご職業 :(

30代  / 40代

70代  / 80代

◆厚生労働省省内事業仕分けを何でお知りになりましたか?

新聞  / テ レビ / 厚 生労働省ホームページ

その他 (

<ご感想をお聞かせ下さい>

01.こ のような取組みは、有意義と考えますか?

はい  /  い いえ  /  ゎ からない

02.01の 理由を教えて下さい。

03.今 回の 「日本臓器移植ネ'トワーク」に対す

だつたと考えますか?

はい  /  い いえ  /  ゎ からない

04.03の 理由を教えて下さい。



05.今 回の 「国際厚生事業国J
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第 9回 厚生労働省省内事業仕分け

平成22年5月18日(火)

(17:00～19:00)

厚生労働省専用第22会議室

(18階)

1.議 事 (対象法人)

(1)日 本臓器移植ネットワーク (17:00～18:00)

(2)国 際厚生事業団  (18:00～19:00)

2.民 間有識者 (仕分け人)

赤沼  康 弘 日本弁護士連合会高齢者・障害者の権利に関する委員会委員

大久保 和 孝 暫 穆 賃
監査法人 パ ートナー、CSR推 進部長

河北  博 文 河 北総合病院理事長

高橋   進  株 式会社日本総合研究所副理事長

田代  雄 悼 元 川崎製鉄株式会社環境エンジエアリング部長

渡辺  里 香 厚 生労働行政モニター

※ 仕 分け人は、毎回5名程度選任することとしており、
厚生労働行政モニターは応募のあった中から毎回 1名選任する



平成22年5月18日(火)
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(日本臓器移植ネットワーク)
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第9回厚生労働省省内事業仕分け
(国際厚生事業団)
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厚生労働省省内事業仕分け8原 則

① 行政刷新会議における事業仕分けの対策としてではなく、厚
生労働省が自ら改革を実施するために行うものとする。

② 今 年限りのものではなく、恒常的な事業として位置付ける。

③ 厚生労働省の事務・事業や所管する独立行政法人、公益法人
等の事業などの在り方について、公開、かつ、外部の視点を入
れて、議論を行う。

④ 最終的な改革案は、政務三役で決定することから、仕分け作
業の場では、最終的な判断を下すことはせず、仕分け人からの
意見や仕分けの場での議論などを受け止めて、最終的な意思決
定に反映させる。

※ 仕 分け作業は、概算要求までに実施。

⇒ 省 内事業仕分けを実施した事務 ・事業や法人が、行政刷新
会議での事業仕分けの対象となった場合には、省内事業仕分
けを踏まえた改革案をもって臨む。

⑤ 厚 生労働省の説明者が、事務・事業や法人について説明し、
その改革案を提示した上で、省内事業仕分け事務局が仕分け人
をサポートするため、事前調査の結果や論点などを示し、活発
な議論を行つていただく。

⑥ 最 後に、仕分け人として外部の民間有識者から、それぞれ、
仕分け対象の事務・事業や法人について、「廃止」、「移管」、「見
直し」を行うべきといった見解を明確に示していただく。

※ 仕分け人として国民(厚生労働行政モニター)からも募る。

② 国 民から、傍聴者を募り、公開の場で議論する。

③ 情報のアクセスを確保するため、メディアにも、フルオープ
ン (議事内容すべてのカメラ撮りを可とする)とする。



厚生労働省省内事業仕分け 民 間有識者

,1繕
ま
 震歌
ろ
日本弁護士連合会高齢者 ・障害者の権利に関する委員会委員

あ ぺ   ま さひろ

阿部  正 浩 獨協大学経済学部教授

籍 鯖 厚本市こども未来部こども育成課長

あんれ●

安念
“
司
い
潤 中央大学法科大学院教授

いわせ   た つや

岩瀬  達 哉 ジャーナリス ト

おおくば  か すたか

大久保 和 孝
新日本有限責任監査法人 パ ー トナー、
CSR推 進部長 (公認会計士)

お0て ら としたか

小野寺 利 孝 小野寺協同法律事務所弁護士

蹄 散̈
河北総合病院理事長

きくち  よ しみ

菊池  馨 実 早稲田大学法学学術院教授

くさま

草間 一故
高萩市長

甜 建 至誠監査法人理事長 (公認会計士)

たかた    は じめ

高田   創 みずほ証券金融市場調査部長チーフス トラテジス ト

たかはじ    す すむ

高橋   進 株式会社 日本総合研究所副理事長

たしろ

田代 は緋
元川崎製鉄株式会社環境エンジニアリシグ部長

聾  77「
け
財団法人癌研究会顧問

なかやま    ひ ろし

中山   弘 元学校法人ホンダ学園常務理事

にった
仁 田 赫猷

東京大学社会科学研究所教授

S、くしま   ひ ろひこ

福鳴  浩 彦 中央学院大学社会システム研究所教授

みややま  と くし

宮山  徳 司 埼玉医科大学医療政策学特任教授

』ｍ
たかし
敬 日本元気仕掛け人 ・わいわい社中代表

わたなべ けんいちろう

渡辺 顕 一郎 日本福祉大学子ども発達学部子ども発達学科教授



資料1

(社)日本臓器移植ネットワークについて
「≪事務・事業説明資料≫



法人概要

≪基礎データ》 【24度】【鰺つ24度】《組織体制》 〔響錦轟笥魯〕

38A
(うち 常勤3人)
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ヽ
―

Ｉ

Ｊ人４口貝職勤
男
捕

ｒ
ｌ

ｌ

ｋ

うち

国家公務員出身者 0人 1人

予算 18億円
うち
国からの財政支出 8億円 5億円

ホ 役 職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国
家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、うち国からの

財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

予算
うち国からの
財政支出

あっせん業務関係事業(補助) 4.7億円 4.6億円

あっせん事業体制整備事業(補助) 32億 円 30億 円

普及啓発事業(補助) 08億 円 04億 円

(全体) 4.9%

本部
4音「

(19人)

うち管理部門
1 書謳 ( 2メ 、)
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あつせん業務関係事業

○ 重 い病気により臓器の機能が低下し、他の治療法がない場合に行う臓器移植を公平に実施するため、 (社)日 本臓器移植ネット

ワークが1蔵器移植法第12条 に基づく国内唯―のあつせん機関として臓器移植に係る連絡調整等を行う事業。

○ あ っせん機関として、1蔵器移植を円滑かつ/AN平に推進するために重要な役害」を担つているコーデイネーターは、平成22年 3月末

時点で21人 在籍。

臓器移植の実施状況

臓器Jl供者数 移植ヨこ施件数 移植希望

登録者数

うち
脳死下

うち
脳死下

心臓 70名 70名 70件 (x1)70|+ 166名

肺 56名 56名 6フ件 { t (1)67{+ 142名

肝臓 63名 63名 67件 6フ件 277名

”
臓
¨
腎 1124名 フ8名 2,060{+ (x2)150{+ 12.010名

膵臓 64名 62名 64件 (x2)62{+ 175名

′1 腸ヽ 6名 6名 6件 6件 3名

日llE贅=摯ュび移IE賽拮■菫につt て`は :3瓦Tユびい,上下のヨ.
日讐E■雪 じla案範トロは平F9キ]●月16日(日■移,1=E行の日,から
平成22年 3月01日言での日十.
ll●■コミ彙="は 平成22年●月●1日■こ菫.   ・

Xt.し 日と肺を向じ方に口■にし1こした事例:卜を青ι.
メ2「 日と'日 を同じ方に同時に,■ した■,52■ を含む.

移植の仕組み
(現行法に基づく脳死下臓器移植)

シピエント登録

「毎¬
△
フ ○ 臓 器移植法の改正に伴い、今後の移植件数が1曽力0

すること等を見据え、(社)日本臓器移植ネットワー

クのあつせん体制を整備 。強イじする。
・コーディネーター等のあつせん事業従事者を増員
する。 (コーディネーターは10名増員)
・年齢要件等の変更に伴う、レシピエント検索シス
テム (移植希望登録者の中から医学的基準により
検索するシステム)の 改修など

臓器摘に
チーム

(医師)

派遣

(社}日本臓器移植ネットワ
ークコーディネーターの役割

・患者の死と直面する家族に対し、その心情に配慮しつつ臓器提
供について説明を行う。
・家族が同意する場合、臓器提供に関する手続き、医療機関と

の連絡調整を行う。
・臓器提供後に、家族からの相談対応等の支援を行う。

あっせん機関
現状は

臓器提供施設
・本人意思表示の確認、

家族の承諾
・脳死判定
・臓器摘出手術

臓器提供者(ドナー)

・移植手術の実施

移植希望者(レシピエント)



あっせん事業体制整備事業

○ 臓 器提供に係るあつせん業務が適切に行われるための体制整備として、(社)日本臓器移植ネット

ワークと連携して医療機関や都道府県が行う臓器移植関係業務を支援するとともに、より確実に臓

器提供に関する意思確認を可能とする1蔵器提供意思登録システムを運用する事業。

○ 都 道府県臓器移植コーデイネ
ーター

の活動に対する助成

○ 臓 器提供施設に対する臓器提供体制整備

の 支 援 (シミュレ
ーションの実施や院内マニュアルの作成 等 )

○ コ ーディネーターや1蔵器提供施設に

従事する医療従事者に対する研修の実施

○ 臓 器提供意日登録システムの運用

今後は
○ 臓 器移植法の改正に伴う、今後の移植件

数の増力0や、小児からの臓器提供に備える

体制を整備するため、都道府県コ
ーデイネ

ーターや提供施設に対する支援を強化する。

〇 年 齢要件や意思表示内容の変更に伴い、

インターネットやモバイルサイトから臓器

提供に関する意思登録ができるシステムの

改修を行うとともに、同システムによる意

目登録の推進を図る。

臓器提供施設

脳死下での臓器提供を行うことができる医療機関
338施設(平成21年9月末現在)

都道府県コーディネーターの役割
。日常業務として、都道府県内を中心とした普及啓発活動
・臓器提供事例発生時には、あつせん機関の職員であるネッ

トワークコーデイネーターと連携し、ドナー家族への説明等に
従事

臓器提供意思登録システム

(平成19年3月より運用)

パソコンや携帯で(社)日本臓器移植ネットワ
ークのホーム

ページから、臓器提供に関する以下の意思登録を行うこと

力`71育ヒ。

O臓 器提供を希望する意思

0臓 器提供を拒否する意思

0親 族への優先提供の意思(平成22年1月17日より可能)

＝
″

移植医療は、「患者」と「医療機関」だけでは成立せず、

無償で臓器を提供する「提供者(ドナー)」があつて、はじめ

て成立するという他の医療にない特徴を有する。

移植機会の公平性を確保しつつ、効果的な移植を行うた

めには、あつせん機関自体の体制強化に加え、移植医療に

関わる医療機関や都道府県等の体制整備が必要.

′



普及啓発事業

′ ≪ 活動例 (20年 度)≫

① 全国の警察警 運転免許試験場、郵便局、コンピニエンスストア等に 「臓器提供意思表示カード」

(6,150,549枚)及 び 「臓器提供意思表示シール」 (7,2361570枚)を 配布。

② 全国の自動車教習所 (320か所)や空港のモニターを利用しPRを実施。

③ イ ンターネットでのバす―広告や医療機関自け映像配信システムによる普及啓発映像の放映を実施.

④ 厚生労働省、岡山県との共催で10月の臓器移植普及推進月間に臓器移植推進国民大会を開1崖。
ヽ⑤ 臓器提供ご家族の手記や臓器移植経験者の手記などをlB」載した 「丁hink Transplant小岡子」を60万部発行。  ′

○ 臓 器移植に対する関心度 60.2%
臓器提供意思表示カー ドなどの認知度 711%
臓器提供意思表示カー ドなどの所持率  8.4%
臓器提供意目表示カー ドなどへの記入率 4.2%
脳死下での臓器提供に対し 「提供したい」と回答した率 435%
(※平成20年 9月 実施 肺 器移植に関する世論調査」の結果より抜粋)

○ 臓 器移植法の改正により、本人の書面による臓器提供を希望する意思表示がある場合に加え、本人の意思
が不明な場合にご家族の書面による77K諾があれば1蔵器提供は可能となる。また、親族に優先的に提供する意
思表示も可能となる。
○ 一 人でも多くの万に移植医療や新制度について理解していただ<こ とや、臓器提供に関する意思表示をし
ていただける環境を整えてい<こ とが必要であり、普及啓発は不可欠である。

′
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、

○ 運 転免許証等に臓器提供意悪表示欄が設けられることに伴い、当察など関係機関に協力いただきリーフ
レットを配布し、その周知を図る。
○ パ ンフレット等の配布と併せたアンケートの実施により、要望や改善点等の把握に努め広報活動を実施し
ていく。
○ 厚 生労働省が開催している 「普及啓発に関する作業班」や (社)日 本臓器移植ネットワークの広報委員会
を通じて、タト音β有識者から意見をいただき、広報活動に活かしていく。



(社)日 本臓器移植ネットワニクの改革案について
≪改革案説明資料≫    ―



社団法人日本臓器移植ネットワークの改革案について

役員 38人   役 員 38人
(うち常勤 3人)   (う ち常勤 3人)

組織  3支 部
(2連絡所)

組織  3支 部
(2連絡所)

<平 成23年度>
役員  17人
(うち常勤 2人)

※公益社団法人への移行認定後

組織  3支 部
(連絡所の廃止)

《肖1減数≫

▲21人(新規)

▲2連絡所(新規)

l

l _

〆¬国家公務訃
、 OB関連ノ

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/38ン`「| 4/38人 中 0

l 職 員 1/36人中 0/41人 中 Al

《国民への影響≫
ヽ

―
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１

１

１

ノ
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―

―

―

―
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3.そ の他改革事項
円滑な移植医療の実施

カネ 1 2.国からの財政支出の効率化
<平 成21年度>

512百万円

<平 成22年度> <平 成23年度>

○移植件数増へ対応する
ための経費は確保

○システムの改修等、施

行時の特殊要因に係る経
費は削減(約1億円の減)

808tr'7lH + ▲約1億円(新規)

※平成22年度における要

因は、法改正に伴うシステ
ム、人員増等



【役員】
口公益社団法人への移行後(平成22年7月に内閣府へ申請予定)は、現在38名の

役員を17名削減する予定。

※ なお、理事数については、平成9年の設立当初で58名であつたものを、順次

削減してきている。

【職員】
・平成21年度末をもって退任した厚生労働省OBの 職員(1名)の後任について、
公募予定。

【組織】
口平成22年度末までに、東日本支部内の2連絡所を廃止することとしており、
効率的な運営、人材配置を行うこととしている。

※ 平成14年度に7ブロックあつた支部を東日本支部(2連絡所を含む)、中日本支部、
西日本支部の3支部制、と移行している。



2.国 からの財政支出の効率化

口平成21年の臓器移植法の改正を踏まえ、臓器移植のあつせん体制の強化など、

国としても移植対策を着実に推進していく必要がある。
・このため、平成22年度は脳死下での臓器移植件数の見込み増に対応したコーディネーターの

増員、法的要件の改正に伴うシステムの改修のため、国からの補助を増額。
口平成23年度においては、平成22年度の特殊要因であるシステム改修費用を削減する。

※平成22年度における増額要因

・移植件数の増加に伴うコーディネーター等の

人件費及び活動経費
レシピエント検索システムの改修

臓器提供意思登録システムの改修

意思表示登録カードの発行枚数増

平成23年度

→ 確 保

↓

↓

↓

終了

終了

平年度化

※平成22年度においても複数あった医療従事者向

け研修について、カリキュラムを再編成し、統合する

ことにより、10百万円の効率化を図つた。

効率的な臓器移植のあつせんを行うには、拒否の意思表示も含め、ご本人の意思を

確実に確認することが有効。
このため、

① 一人でも多くの方に移植医療に関する知識を深めていただけるよう効果的な

普及啓発を実施
② より確実な意思の確認が可能となるようインターネットやモバイルサイトを通じた

臓器提供意思登録システムの活用を推進。

3.そ の他改革事項



臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律(概要)

平成22年1月17日施行

1.親 族への優先提供

臓器提供の意思表示に併せて、親族への臓器の優先提供
の意思表示を可能とする。

平成22年7月17日施行

2.脳 死判定 ・臓器摘出の要件の改正

臓器提供を行うための脳死判定、臓器摘出ができる場合
を次のいずれかとする。
① 本 人の生前の書面による意思表示があり、かつ、家
族が拒否しない又は家族がいないとき
(現行法と同じ要件)
② 本 人の意思が不明 (拒否の意思表示をしていない場
合)で あり、家族の書面による承諾があるとき

3.普 及‐啓発活動
国及び地方公共団体は、臓器提供の意思を運転免許証及
び被保険者証等に記載できることとする等、移植医療に関
する啓発及び知識の普及に必要な施策を講ずる。

4.被 虐待児への対応
政府は、虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童か
ら臓器が提供されることのないよう検討し、その結果に基
づき必要な措置を講ずる。

参考資料

人口100万人あたりの臓器提供数(死体 2007年)

資料出所
TransplantatiOn Proc■ ビement NIanagement(TPNIl

lnternational Reglstry Organ Donation and Transplal■ tation

か ら抜枠
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検 事 総 長

九 州 大 学 生 体 防 御 研 究 所  所 長

国 立 予 防 衛 生 研 究 所 総 務 部 長

元  蒼 龍 会 井 上 病 院  看 護 部 長 (■(■)日本日■移tネットワーク理事,

医 療 法 人 温 心 会  温 心 会 堺 病 院  名 誉 院 長

古 河 赤 十 字 病 院  顧 間

日 本 医 科 大 学 付 属 病 院  教 授

東 京 女 子 医 科 大 学  名 誉 教 授

特 定 非 営 利 活 動 法 人 日本 移 植 者 協 議 会  理 事 長

独 立 行 政 法 人 国 立 長 寿 医 療 研 究 セ ン タ ー  総 長

尾 崎 ・服 部 法 律 事 務 所 弁 護 士 (元  最 高 裁 判 事 )

株 式 会 社 林 原 生 物 化 学 研 究 所  顧 間

独 立 行 政 法 人 国 立 循 環 器 病 研 究 セ ン タ ー  名 誉 総 長

医療法人社回神原厚生会 樹 原サピアタワークリニック顧問

筑 波 大 学 名 誉 教 授

元  国 立 健 康 ・栄 養 研 究 所  所 長

杏 林 大 学 医 学 部 救 急 医 学 教 授
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役  職 氏  名 略 歴 (出 身 省 庁 等 又 は 前 職 ) 就 任 年 月 日

理 事 (非常勤)
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司
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社 会福祉 法人新 潟市社 会事業協会 信楽園 病院  顧 問

大 阪 大 学 名 誉 教 授

山 口 大 学 名 誉 教 授

公 益 財 団 法 人 神 戸 国 際 医 療 交 流 財 団  理 事 長

津 島 事 務 所  弁 護 士 (前  衆 議 院 議 員 )

兼 子 ・岩 松 法 律 事 務 所  弁 護 士

東 京 女 子 医 科 大 学 腎 臓 病 総 合 医 療 セ ン タ ー 外 科 教 授

元  杏 林 大 学  学 長

医 療 法 人 医 心 会 福 岡 腎 臓 内 科 ク リ ニ ッ ク 病 院 長

仙 台 青 葉 学 院 短 期 大 学  学 長

兵 庫 医 療 大 学  学 長

旭 川 医 科 大 学  名 誉 教 授

キ ッ コ ー マ ン株 式 会 社  代 表 取 締 役 会 長

東 京 国 際 埠 頭 株 式 会 社  取 締 役 会 長

増 子 ク リ ニ ッ ク 昴  院 長

社 団 法 人 全 国 腎 臓 病 協 議 会  名 誉 会 長

宮 城 県 成 人 病 予 防 協 会  会 長

元  厚 生 事 務 次 官

財団法人ヒューマンサイエンス振興財団 ・研究資源バンク 所 長

高 野 法 律 会 計 事 務 所  税 理 士

坂 井 瑠 実 ク リニ ッ ク  顧 問

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

３

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

４

　

　

５

１

９

９

９

９

９

９

９

９

９

１

９

１

９

９

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成

成
・

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

6月 29日

10月 16日

10月 16日

10月  16日

10月  16日

10月  16日

10月  16日

10月  16日

10月  16日

10月  16日

6月 28日

10月  16日

6月 25日

10月  16日

10月  16日

10月 16日

10月  16日

10月  16日

年

年

年

９

９

９

成

成

成

平

平

平

日

日

日

１

　
１

　
３

月

月

月

４

И
，

６

成

成

成

平

平

平

20 年

20 年

19年



平

月

月

４

　

３

泊

至

財

成
　
諌
碗
マ

平成20年

平成21年

1日

31日

社団法人 日本臓器移植ネットワーク



〔1〕貸借対照表

〔1〕-1 総 括表

〔1〕-2 -般 会計
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４
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６

〔2〕

〔1〕-3 臓 器移植対策事業特別会計

〔1〕…4 臓 器移植医療費特別会計

正味財産増減計算書

〔2〕-1 総 括表

〔2〕-2 -般 会計

〔2〕-3 臓 器移植対策事業特別会計

〔2〕4 臓 器移植医療費特別会計

〔3〕財務諸表に対する注記

〔4〕財産目録
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平成21年 3月31日現在

(単位 :円)

科 目
一般会計 … 〕会計 内部取〕:消去 合  計

I 贅 産の部

1 流 動資産

現 金 預 金

未 収 入 金

仮        払         金

立       替        金

前 払 費 用

流動費産合計

2 固 定資産

(1)特定資産

器     具      備      品

ソ   フ     ト    ウ    ェ    ア

特定責産合計

(2)その他固定資産

建  物    付    属    設   備

器 具 備 品

車 両 運 搬 具

ン  フ    ト    ウ    ェ   ア

敷                 金

その他固定資産合計

固定賣産合計

資産合計

Π 負 債の部

1 流 動負債

未        払         金

未 払 法 人 B l等

預        り         金

賞   与    引     当    金

流動負債合計

2 固 定負魔

退 職 給 付 =当 金

役 員 退 職 慰 労 3 1当 金

固定負債合計

負債合計

llI 正味財産の部

1 指 定正味財産

国   庫     補     助    金

指定正味財産合計

(う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 )

2 -般 正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

116,047,238

14,615,629

0

14,070,533

0

78,704,885

5 , 7 9 0

7 ●2 7 4

877.655

2,579,500

68,041,201

63,428.380 △ 4,737,488

262,873,324

73,362.311

76.274

14,948,188

2.571,500

144,733,C 82,374,104 131,469,581 △ 4,737.488 353.339,597

8,916,715

9,393.101

8 . 9 1 6 , 7 1 6

9,393,101

18,309,816 18,3鳴 81で

2 . 5 8 8 , O 0 8

3.146′533

86,921

1.682.626

17,065,860

1,291,639

1,104.214

0

2,245,425

3,879,647

4,250,747

86.929

3,928.050

17,065,860

24,569,955 4,641,278 0 29,211,233

24,569,955 22,951,094 0 47,521,049

169,303,355 105,32,198 131,469,581 △■737.488 401,360,646

10,234,268

9,368,BOロ

2,820,366

633,300

32,374,104

0

0

21107,089

0

ρ

0

60,452,404 △ 4,737.438 148.323,288

9,368,81X

2,829.366

2.740.389

23,065,734 84,481,190 6Q452.404 △ 4,737.488 163,261,840

45,812,167

7,000,Olll

45,812,167

7.0∞,000

52,812.16' 52,812.16'

75,877,901 84481,190 60,452,404 A 4,737,488 216,074,010

18,309.816 18.309,81C

(

18,309,816

( 18.309.810

0

0( (

0

0 )

18,309,31で

( 13.309,8161

93.425.454 2,534,189 71,017.177 166,976,8a

93,425,454 20,844,005 71,017.177 185,286,6■

169,303,355 105,325,198 131.469,581 △ 4,737,488 401,360,64

- 3 =



平成21年

一般会計 (単位 :円)

目科 当年度 前年度 増 減

備     品

運    搬    墨 ,

ウ   ェ    ア

金

I 資 産の部

1.流 動資産

現     金

未    収 ヽ

立       替

流動資産合計

2 固 定資産

その他固定資産

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負 債の部

1 流 動負債

未

未   払   法

前

預

賞   与

金

金

金

預

入

建 物 付 属 設 備

器     具

車    両

ソ   フ     ト

敷

払

受

り

ワl

金

人   税   等

金

金

当   金

流動負債合計

2.固 定負債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正 味財産の部

一般正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

116,047,238

1■6 1 5 , 6 2 9

14,070,533

6■094115

36,717,329

442,227

51,953,123

△ 22,101,700

13,628,306

144,733,400 101,253,671 43,479,729

2,588,008

3,146,533

86,929

1,682,625

17,065,860

2,849,576

4,889,754

115,902

4,214,175

17,099,460

∠ゝ 261,568

∠ゝ  1,743,221

∠ゝ 28,973

△ 2,531,550

∠ゝ 33,600

2■569,955 29,168,867 ∠ゝ  4,598,912

2■569,955 29,168,867 `  ヽ4,598,912

169,303,355 130,422,538 38,880,817

10,234,

9,368,

268

800

0

2,829,366

633,300

24,192,576

0

10,000

2,529,131

624,395

△ 13,958,308

9,368,800

△ 10,000

300,235

8,905

23,065,734 27,356,102 ∠ゝ 4,290,368

“,812,167

7,000,000

47,386,912

0

△ 1,574,745

7,000,000

52,812,167 47,386,912 5,425,255

75,877,901 7●743,014 1,134,887

93,425,454 55,679,524 37,745,930

93,425,454 55,679,524 37,745,930

169,303,355 130,422,538 38,880,817
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臓器移植対策事業特別会計

」
勁
1年 3月31日現在

(単位 :円)

目科 当年度 前年度 増 減

I 資 産の部

1.流 動資産

現

未

仮

立

前

金     預

収     入

払

替
.

払     費

金

金

金

金

用

流動資産合計

2 固 定資産

(1)特 定資産

器     具      備

ソ   フ    ト    ウ    ェ

特定資産合計

(2)そ の他固定資産

建  物    付    属    設

器     具

ソ   フ    ト

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負 債の部

流動負債

未

預

賞   与

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正 味財産の部

1 指 定正味財産

口
”
　
ア

備

備

ア

払

り

弓|

金

金

当   金

国 庫 補 助 金

指定正味財産合計

(う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 )

2 -般 正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

78,784,885

55,790

76,274

877,655

2,579:500

94,502,023

260,910

0

852,384

2,579,500

△ 15,717,138

∠ゝ  205,120

76,274

25,271

0

82,374,104 98,194,817 ∠ゝ  15,820,713

8,916,715

9,398,101

13,83■055

16,108,197

△ t917,340

△ 6,715,096

18,309,816 29,942,252 △ 11,632,436

1,291,639

1,104,214

2,245,425

1,384,083

1,082,753

2,259,600

92,444

21,461

14175

△

△

4,641,278 4,726,436 ∠ゝ 85,158

22,951,094 34,668,688 ∠ゝ  11,717,594

105,325,198 132,863,505 △ 27,538,307

82,374,104

0

2,107,089

98,193,917

900

2,087,013

∠ゝ 15,819,813

Z  ゝ900

20,076

84,481,193 100,281,830 ∠ゝ  15,800,637

84,481,193 100,281,830 △ 15,800,637

18,300,316 29,942,252 ∠ゝ 11,632,436

18,309,316

(  18,309,816)

29,942,252

(  29,942,252)

A ll,632,436

(△ 11,632,436)

2,534,189 2,639,423 △ 105,234

20,844,005 32,581,675 △ 11,737,670

105,325,198 132,863,505 ∠ゝ 27,538,307

5 -



(単位 :円)

- 6 -

+Fnzr+ 3E 318 tfltE

科 目 当年度 前年度 増 滅

I 資 産の部

流動資産

現    金

未    収

流動資産合計

贅産合計

Ⅱ 負 債の部

流動負債

未       払

流動負債合計

負債合計

Ⅲ 正 味財産の部

一般正味財産    .

正味財産合計

負債及び正味財産合計

′
預

入

金

金

金

68,041,201

63,428,380

47,092,540

61,271,980

20,948,661

2,15ι』0

131,469,581 108,364,520 23,105,061

131,469,581 108,3ユ ,520 23,105,061

47,365,886

60,452,404 47,365,886 13,086,518

60,452,404 47,365,886 13,08Q518

71,017,177 60,998,634 10,018,543

71,017,177 6Q998:634 10,018:543

131,469,581 103,3鈍 520 23,105,061



〔2]-1正 味財産増減計算書総Jrf表
平成20年 4月 1日から平成21年 3月31日まで

(単位 :円)      ‐

科 目
一般会計 内部取引消去 合  計

I 一 般正味財産増減の部

1 経 常増減の部

(1)経 常収益

受   取     会

受   取    登

受   取    寄

費   等

鳳   料

付   金

受 取 コ ー デ ィ ネ ー ト 経 費

受  取  移  植  費  用

受 取 補 助 金 等

雑

他 会  計  か

収

ら

益

の 燥  入  額

経常収益計              ′

(2)経常景用

あつせん業務 関 係 事 業 費 (人件費)

あつせん業 務 関 係 事 業 費 (事業費)

あ つ せ ん 体 制 整 備 事 業 費

普  及  啓  発  事  業  費

移 植 費

運 営 管 理 等 経 費

腎 鳳 角 瞑 助 成 事 業 費

賞 与 , I当 金 繰 入

管   理   費

減 価 償 却 費

他 会 計 へ の 繰 出 額

住常費用計

当期経常増減額

2 経 常外増減の部

経常外費用

固 定 資 産 除 却 損

補 助 金 返 納 金

雑        損         失

経常外費用計

当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額

1     法 人税 ・住民税及び事業税

65,110,000

85,309,475

13,072,370

23.91p.000

2",704

550,77■436

12■590

32,256,401

290,801,800

△ 32,256,401

65,110,000

8 , 3 0 9 , 4 7 5

13,0,2.370

23.900,000

29●801,8∞

550,778,436

334,294

0

187.601.549 583,150,427 200,801,800 △ 32,256,401 1,029,306.375

89,493,376

4.530,274

32,256,401

202,090,

71,741,

158,353.

108,439,

20.010.

B,070,

2,107,

９２

５２

“

７４

“
　

∞
　
“

12,451,∞4

200,78■257

△ 32,256.411

202,090,925

71,741,524

158.353,445

108.439.742

200,783,257

20,010,842

8,070,000

2.107.089

89.493,376

16.981,368

0

126,280,051 583,264,661 280,783.25' △ 32.256,401 958,071,568

61,321,498 Z  ゝ105.234 10,018.543 71,234.807

35,038

10,675,000

3,496,730

35,038

10,675,000

8,496,730

14.200,768 1■200,768

△ 14,206,768 △ 1■206,768

47,114,73C △ :05,234 10,018,543 54028.039

,360,80C ■368,800

37,745,93( △ 105,234 10,018,543 47,659,239

55,679.524 2.639,423 60,998.634 119,317.581

93,425,454 2,53■189 71,017.17, 166,976,820

539,146,000

△ 550,778,436

53,146.000

△ 550.770,436

△ 11,632,486 A ll,632,436

29,942,252 2Q042.252

18,3鴫 816 1■309.816

9■425,454 20,84■∞5 71,01■171 18●286,636
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平成20年

一般会計

4月 1日から平成21年

(単位 円)

日科 当年度 前年度 増 減

I 一 般正味財産増減の部

1 経 常増減の部

(1)経常収益

受   取

年

入

賛     助

等

費

金

費

料

規

新

金

団  体

人

費

件   費

管  理  費

△
〓
　
△
〓

び

寄

及

取

業企

個

受

費〈
〓

△
〓

登取受 録

付

新

更

雑        収

経常収益計

(2)経常費用

管        理

本    部    人

本 部 事 務

受 取 コ ー デ イ ネ ー ト 経 費

益

減 価 償 却 費

他 会 計 へ の 繰 出 額

端 移植対策 事 業 特 別 会 計への繰出額

経常費用計

当期経常増減額

2 経 常外増減の部

経常外費用

固 定 資 産 除 却

補 助 金 返 納

雑        損

経常外費用計

当期経常外増減額

税引前当期一般IE味財産増減額

法人税 ・住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ 正 味財産期末残高

損

金

失

65,110,000

61,560,000

270,000

3,280,000

85,309,475

38,369,475

46,940,000

13,072,370

9,143,645

3,928,725

23,900,000

209,704

67,022,000

62,520,000

710,000

3,792,000

87,185,000

40,260,000

46,925,000

12,984,297

10,317,252

2,667,045

18,570,000

3,905,302

△ 1,9121000

△ 960,000

△ 440,000

△ 512,000

△ 1,875,525

△ 1,890,525

15,000

88,073

△ 1,173,607

1,261,680

5,330,000

△ 3,695,598

187,601,549 189,666,599 △ 2,065,050

89,493,376

73,366,751

16,126,625

4,530,274

32,256,401

32,256,401

80,689,361

63,445,204

17,244,157

5,086,930

75,473,231

75,473,231

8,804,015

9,921,547

△ 1,117,532

△ 556,656

△ 43,216,830

∠ゝ  43,216,830

126.280,051 161,249,522 △ 34,969,471

61,321,498 28,417,077 32,904,421

35,038

10,675,000

3,496,730

1,095,756

19,537,000

0

△ 1,060,718

△ 8,862,000

3,496,730

14,206,768 20,632,756 △ 6,425,988

△ 14,206,768 △ 20,632,756 6,425,988

47,114,730 7,784,321 39,330,409

9,368,800 0 9,368,800

37,745,930 7,784,321 29,961,609

55,679,524 47,895,203 7,784,321

93,425,454 55,679,524 37,745,930

93,425,454 55,679,524 37,745,930
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〔2〕-3正 味財産増減計算書
平成"年 4月 1日から平成21年 3月31日まで

(判立 :円)

科 当犠 前年度 ll減

一般正味財産増減の部

甕常増減の部

(1)経 常収益

受   取    補    助

受 取 日 庫

金   等

補  助  金

益雑         収

他 会  I I  か  ら

― 艘 会 ‖ か

経常収益計

(2)怪 常費用

の  燥  入 額

ら の 繰 入 額

あつせん業 務 D O 係 事 業 費 ( 人件■)

ネッ ト ヮ ー ク 情 報 管 理 者 社 口 費

医 療 専 円 職 設 置 費

主任 臓 ■ 移 植 連 絡 調 整 者 政 菫 費

濠 器 移 l ●連 絡 口 整 者 設 置 費

魔器提供意思塾籠 に 係 る 事務職員設置費

H  L  A 検 壺 技 師 設 置 費

あつせん業 務 関 係 事 業 癸 (事 業費)

区 環 ′ 専 門 職 活 動 費

臓 器 移 植 連 絡 調 整 者 活 動 費

臓  器  搬  送  車  輌  費

あ つ せ ん 事 業 事 務 管 理 升

移  植  検  査  経  費

移植 対 象 者 検 索 シ ス テ ム 保 守 料

あ っ せ ん 体 制 整 儘 事 業 費

都迦府 県 連 絡 目 姜 体 制 支 援 事業費

凛 彗 提 供 推 進 連 携 事 業 費

諄 曇 提 供 な 患 塁 燎 シ ス テ ム

臓  彗  移  植  研  修  癸

費

姜 及 啓 発 癸

提 供 施 投 支 援 事 業 費

被保険 者 3t用 カ ノヾ ― シ ー ル 作成費

苦  管   理   等   経   費

運 営 管 理 費

委 員 会 運 営 費

臀 瞭 角 慶 助 成 事 業 費

人 工 透 析 技 術 者 研 修 事 業

角 膜 提 供 者 確 保

賞  与  引   当   金  繰

減   価    償    却

経常費用計

当翔経常増減輌

当期一般正味財産増減額

一般正味財産詢昔残高

一般正味財産期末残高

事 業

入

費

指定工味財産増減の部

受  取    補    助    金   等

一 般 工 味 財 産 へ の 振 春 額

当用指定正味財産増減額

指定正味財産"首 残高

指定正味財産期末残高

正味財産期末残高llll

55Q778,436

55Q778,436

12■590

32,256,401

32,256,401

"● 701.678

“Q701,6■

62.047

75,473.231

7■1 7 3 . 2 3 1

4.076.758

4,076,758

62,543

△ 43,216,330

Z  ヽ43,216.830

5 8 3 . 1 5 9・4 2 7 622.236,956 △ 39,077.529

2 0 2 , 0 9 0 , 9 2 5

1 8 , 0 3 6 , | 1 0

1 . 8 0 0 , ∞0

100,216.564

30,818.505

14,440,767

36,709,000

71,741.624

0

0.634,537

2,396,896

15,053,183

36,300,109

10,348,800

158,353,445

18.610,170

63,791.505

52,672,140

108,439,742

100,764,209

3.405,183

4 , 2 7 Q 3 5 0

20.010,842

18,044,102

1,066,740

0,070,000

2,752,000

■3 1 8 , 0 0 0

2,107.089

1 2 , 4 5 1 . 0 9 4

2 1 0 , 8 1 ■3 4 1

2■ 16■535

1 , 軽、0 0 0

9 3 , 3 4 4 , 0 0 7

3 ■2 0 2 , 5 7 8

18,594.371

36.709,000

7 1 ′4 3 8 3 9 0

124,170

2,310,038

15.146.932

35,492,714

10.343.800

176,768,573

20,762,383

73.472,79B

55,446,189

27,086,703

119,3観942

98.34●416

1,802,900

19,190,620

1■503.134

1■866.929

1,686.205

8.050.0∞

2,7●10∞

5 , 柳1 1 1 0

2.08■013

12.141,108

△

△

8,723.

S . 1 2 ■

0 , 9 4 1 ,

6.384,

4.153,

“
　
一

△

△

“
ｍ
ｍ

△

△

253.104

124,170

576.B51

70,307

184,605

△

△

△

△

△

△

1 8 , 4 1 5 , 1 2 3

2 . 1 4 4 , 7 1 3

■“1 . 2 1 3

2,774.041

1●910,200

4 4 1 7 , 7 9 3

1.602.277

1●920・270

5 1 1 7 . 7 0 8

1.077,173

△ 569,466

20,000

2,000

13,000

20,076

309,98で

583,264.661 620,192,51i △ 36,927.340

z  ゝ105.234 2,044.455 △ 2.149.619

Z  ヽ105,234 2.04■45G △ 2,149,609

2.639,423 594,軸 2.044,455

2.534,189 2,639,423 △ 105,234

539,14Q∞0

△ 55Q77町 436

534,756,000

△ 5 4 6 . 7 0 1 , 6 7 1

4,390,OIX

Z  ゝ4,076.753

Z  ゝ11,682′486 △ 11,946,6" 313.242

29,942,252 41.887,931 △ ll.945,678

18,309,816 ",942.252 `  ヽ11,632.436

20,044.00: 32.501.675 △ 11,737,671

- 9 -



〔2〕-4正 味財産増減計算書    ■
平成20年4月1日から平成21年3月31日まで              メ

臓器移植医療費特別会計                     、               (単 位 :円)

科 目 当年度 前年度 増 減

I 一 般正味財産増減の部

経常増減の部

(1)経 常収益

受  取    移   1植    費   用

経常収益計

12)経 常費用

移 植 費 用

経常費用計

当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

T般 正味財産期末残高

Ⅱ 正 味財産期末残高

290,801,800 248,059,279 42,742,521

290,801,800 248,059,279 42,742,521

280,783,257 245,80■ 146 3■978,111

280,78■257 245,805,146 3■978,111

10,018,543 2,25■133 7,764,410

10,018,543 2,254133 7,7議 ,410

60,99■634 58,7性 ,501 2,254,133

71,017,177 `60,998,634 lQ 018,543

71,017,177 60,998,634 10,018,543

- 1 0 -



1.重 要な会計方針

(1)固 定資産の減価償却

定額法による減価償却を実施している。

法人における見込利用可能期間 (54FD

① 有 形固定責産については、

② ソ フトウェアについては、

実施している。    1

に基づく定額法により償却を

引当金の計上基準

① 賞 与引当金

職員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

(2)

② 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生

しているとみとめられる額を計上している。

③ 役員退職慰労31当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づき、当期末において発生しているとみと

められる額を計上している。

(3)消 費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2.表 示方法の変更

役員退職慰労引当金ついては、

区分掲記している。

従来、退職給付引当金に含めて表示していたが、当事業年度から

なお、前事業年度における役員退職慰労引当全は、6,000,000円である。

1 1 -



3.特 定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

4.特 定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

5.固 定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(1)一 般会計

科 目 前期末残高 当期増カロ額 当期減少額 当期末残高

特定資産

器具備品

ノフトウェア

円

13,834,055

lQ 108,197

円

0

0

円

4,917,340

6,715,096

円

8,916,715

9,393,101

合計 29,942,252 11,632,436 18,309,816

科 目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般圧味財産
からの充当初

(うち負債に対応
する額)

特定資産

器具備品

ソフトウェア

円

8,916,715

9,393,101

円

8,916,715

9,393,101

円

0

0

円
一　
〇
　
〇

合計 18,309,816 18,309,816 0 0

科 日 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産

建物付属設備

器具備品

車両運搬具

ソフトウェア

円

3,897,850

42,694,007

2,897,500

13,497,750

円

1,309,842

39,547,474

2,810,571

11,815,125

円

2,588,008

3,146,533

86,929

1,682,625

合計 62,987,107 55,483,012 7,504,095

(2)臓 器移植対策事業特別会計

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

器具備品

ソフ トウェア

円

27,318,556

35,141,692

円

18,401,841

25,748,591

円

8,916,715

9,393,101

/」ヽ計 62,460,248 銑 150,432 18,309,816

その他固定資産

建物付属設備

器具備品

ソフトウェア

円

1,450,050

1,363,348

2,866,500

円

158,411

259,134

621,075

・
円

1,291,639

1,104,214

2,245,425

小計 5,679,898 1,038,620 4,641,278

合計 68,140,146 45,189,052 22,951,094

- 1 2 -



1        6.補 助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
1            補

助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりで,

7.指 定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。  ´

内容 金額

経常収益への振替額

事業費計上による振替額

減価償却費計上による振替額

千円

539,146

11,632

合訓 550,778

.退 職給付関係

(1)採 用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)退 職給付債務及びその内訳

内容 金額

① 退職給付債務

② 退職給付引当金

円

△ 45,812,167

△ 45,812,167

(3)退 職給付費用に関する事項

内容 金額

① 勤務費用

② 退職給付費用

円

6,720,050

6,720,050

(4)退 職給付費用に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算

している。

交付者、当期 び残高は、次のとおりである。

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照衰上の

記載区分

平成15年度

腋器移植鎌 事業費目庫柿嘘 厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

千 円

369

千円

539,146

千円

6,1 1 0

5,521

539,146

千円

1,258

17,051

0

指定正味財産

指定正味財産

合計 29,942 539,146 550,778 18,309

- 13 -



GHセ :円)

科 目 合   計

資産の都

1.流 動賢産

現     金 預     金

現全手許有高

善    通     預     金

三詢輯田 FJ颯 F← 胎 詢
~―
UFJ銀 行 (東日本支部)

三繍 UF」 銀行 (中日本支部)

三菱東京UFJ銀 行 (西日本支部)

三菱東京UFJ銀 行 (医療費)

みずほ銀行 (医療費)

みずlan (一 般会計)

みずほ銀行(国庫補婉

授    書      貯      金

腎務 0-

臀新規 (東北)

腎新規 (関東甲信0

腎新規 0暉訓ヒ10

腎新規 (近勤

腎新規 (中国四国)

骨新規 (九州湘

腎更新

多臓器新規更新

費助会費

1予作ナ」≧

未    収

仮

立

前     払

流動費産合計

2 固 定責産

(1)特 定資産

器     具

ソ  フ    ト

特定贅産0「F

(2)そ の他固定資直

入                     金

払       全

替       金

費     用

備     品

ウ   ェ   ア

建 物 付 属 設 備

器 具 備 品

車 両 運 搬 具

ソ フ ト ウ ェ ア

敷               金

その他固定資産合計

固定資産合計

費産合計

Ⅱ 負 債の部

1 流 動負債

未       掛

未  払   法   人

ヨ員       り

賞   与    引

全

税   等

金

当   金

流動負債合計

2 固 定負債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 3 1当 金

固定負債合計

負債合計

正味財産

2 8 7 3 , 3 2 4

0

24141,754

9.腋1226

0鳴331

313,278

2S,816

5ュ“R026

12.27■175

8■447,■蛯

7,52■ 460

181731.570

148,35tl

8 9 , 0 5 0

950,760

1lB,680

415,500

207,730

356,120

15,316,400

593,560

11■0∞

416,420

73,362,311

76,274

1■948,188

2 . 5 ■まЮ

8 , 9 1 Q 7 1 5

9,393,101

353,839,597

lB,309・816

3,87Q647

4250,747

86,929

■928,050

1■065860

29・211,23ヨ

1■ 323,288

9368,800

2 , 8 2■3 6 6

2 , 7■3 8 9

4■521,049

401,360,646

45,812,167

7,000,000

163,261,843

52,812,167

?100074,01C

18■286,63C

- 1 4 -



(イ」L) 日本臓器移植ネットワーク

【保有資産 (土地等)】



(社)日 本臓器移植ネットワ中夕への支出状況 (平成20年 度決算額)
【総括表】

早ヽ 世 :† 間 ノ

支出省庁

国からの支出合計金額 独法からの支出合計金額

うち
補助金等(①)

うち
契約(②)

うち
契約(③)

うち
契約以外(④)

厚生労働省 5391146 539,146 0 0 0 0 5391146

【内訳】

:千円

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省 移植対策事業費補助金 一般会計 539,146



(1土)
【総括表】

※平成21年度執行額とは平成21年度第3・四半期(4月1日～12月31日)までの交付決定額及び契約額

【内訳】

日本臓器移植ネットワークヘの支出状況 (平成21年 度執行額)

早ヽ 1工:† 間 ノ

支出省庁

国からの支出合計金額 独法からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち
契約(②)

うち
契約(③)

うち
契約以外(④)

厚生労働省 512,255 512,255 0 0 0 0 512,255

らの補助金等に (単位 :千円

支出省庁 予算の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省 移植対策事業費補助金
一般会計 512,255



′

料 3

― ク(社) 日本臓器移植ネットワ

の論点等について



内事業仕分け室作成資

主要な論点

1 唯 ―の臓器あつせん機関 (※)と して、国からの補助に
見合つた効果的な事業運営がなされているか。

※ただし、眼球(角膜)は全国54のアイバンクが許可を得て移植のあっせんを実施。

(参考 1)

臓器移植法において、臓器のあっせんは、非営利であること、移植者
の公平な選定を行うことを条件とした許可制とされており、眼球以外の

臓器について当該法人以外に許可を受けている法人は存在しない。

移植に関する法律 (平成九年法律第百四号)

(業として行 う臓器のあっせんの許可)

第十二条 業 として移植術に使用 されるための臓器 (死体から摘出されるもの又は
摘出されたものに限る。)を 提供すること又はその提供を受けることのあっせん
(以下 「業として行う臓器のあっせん」という。)を しようとする者は、厚生労

′ 働 省令で定めるところにより、臓器の別ごとに、厚生労働大臣の許可を受けなけ
ればならない。                                    ・
2 厚 生労働大臣は、前項の許可の申請をした者が次の各号のいずれかに該当する      |
場合には、同項の許可をしてはならない。
一 営 利を目的とするおそれがあると認められる者
二 業 として行 う臓器のあっせんに当たつて当該臓器を使用した移植術を受ける
者の選択を公平かつ適正に行わないおそれがあると認められる者

(参考 2)

・国からの補助  8億 8, 000万 円 (平成 22年 度予算額)

※移植コーディネーター数
21名 (20年度実績)→21名 (21年度実績)→ 32名 (平成22年度予算)

※コーディネーターの活動状況 (平成20年度の実績から試算)
臓器提供事例等に直接従事した件数 約 3014/人

臓器提供事例等に直接従事した日数 約 90日間/人
(臓器提供事例等の内訳)
1 臓 器提供事例対応絆均3～4日間)22141/人椰死 7件/人、lЫttL 151牛/人)
2 家 族等に説明等を開始したが移植に至らなかったケース(平均2～3日間)
8件/人

(注1)コ ーディネーターは、24時間オンコール体制。
(注2)その他、C臓器提供施設における研修会やシミュレーションヘの参加、
②移植後のドナー家族に対する心理的フォロー (訪問や電話。メール等
による対応)等 も行つている。



内事業仕分け室作成資

《共通事項 (全法人)》

0 当 該法人の事務 ・事業に対する補助金等の国からの財政支出が適正な額で

あるか。事務 ・事業の実施に当たって冗費 (ムダ)は ないか。

(参考)

O 当 該法人の組織は、当該法人の事務 ・事業を実施するために適切かつ効

率的な体制であるか。特に、管理部門の体制は過大となつていないか。

(参考)

組織体制 (平成22年 4月 1日現在)

・役員数38名 (理事長 1名 (非常勤)、理事34名 (うち常勤3名)、監事3名 (非常勤))
うち国家公務員O B4名 (常勤理事 1名、非常勤理序3名)

・職員数41名 (うち非常勤4名)

うち国家公務員OBな し

管理部門比率 4.9%(2/41)

0 不 必要な余剰資産などを抱えていないか。

(参考)

現預金

(流動資産)

有価証券 固定資産

(土地 ・建物

等)

その他 積立金 ・

弓1当金等

計

3億 5400万円 0円 0円 4800万 円 0円 4億 200万円

20年度決算 21年度予算 22年 度予算

臓器移植対策事業費補助金 5億 200万円 5億 1200万円 8億 800万円

うち、あつせん事業 2億 7000万円 2億 8000万 円 4億 4000万 円

うち、あつせん事業体制整備 1億 5900万円 1億 8000万円 3億 2000万円

うち、普及啓発 5400万 円 4200フラF] 3700万円

2



内事業仕分け室作成資

《役員の数について》

○ 職 員数や法人の事業内容に照らし、役員数は適切か。

(参考)

・理事数 35名 (うち常勤 3名 、非常勤 32名 )
→ 平 成 23年度に公益社団法人移行後、17名 (うち常勤 2名 )に 減員予定 (法人改
革案)

・職員数 38名 (うち非常勤 4名 )

《国からのネ甫助を受けている事業について》

O 唯 ―の臓器あつせん機関として、国からの補助に見合つた効果的な事業
・
運営がなされているか。

O 平 成 22年 度予算における 「臓器あっせん事業」のための国からの補助

の増額に応 じた効果的な対応がとられているか。

(参考)臓 器移植法改正法 (平成22年 7月 17日施行)に より、今後の移植件数が増加す

ること等を見込み、移植コーディネーターの増員等を実施。
※移植コーディネーター数
21名 (20年度実績)→ 21名 (21年度実績)→ 32名 (平成22年度予算)

※※コーディネーターの活動状況 (平成20年度の実績から試算)
臓器提供事例等に直接従事した件数 約 30件/人
臓器提供事例等に直接従事した日数 約 90日間/人

(臓器提供事例等の内訳)
1 臓 器提供事例対応(平均3～4日間)22件 /人(脳死 7件 /人、心停止 15件/人)
2 家 族等に説明等を開始したが移植に至らなかったケース(平均2～3日間)
8件/人

(注1)コ ーディネーターは、24時間オンコール体制。
(注2)そ の他、①臓器提供施設における研修会やシミュレーションヘの参加、

②移植後のドナー家族に対する心理的フォロー (訪問や電話 ・メール等に
よる対応)等 も行つている。

※※親族優先提供等に対応したレシピエント検索システムの改修
1,715万円 →  3,815万 円 (2,100万 円の増)



内事業仕分け室作成資

○ 平 成22年 度予算における 「臓器あつせん事業体制整備」のための国か

らの補助の増額に応じた効果的な対応がとられているか。

(参考1)      ●    平 成21年度      平 成22年度

あっせん事業体制整備     1億 8000万円   →  3億 2000万円

(主な増額要因)

・親族優先提供等の法改正を踏まえた臓器提供意思登録システムの改修及び新規意
思表示カードの発行.  5,508万 円 →  1億 3,534万円 (8「026万円の増)

・今後の移植件数の増加や、小児からの臓器提供に備える体制を整備するため、医
療機関や都道府県が行う臓器移植関係業務 (シミュレーションの実施、院内マニ.   ュ
アル作成等)を 支援8
8,710万円 →  1億 5,627万円 (6「917万円の増)

(参考 2)

普及啓発活動の実績

平成 19年度 平成 20年度

臓器提供意思登録システム新規登

録者数

14,095A 21,426人

臓器提供意思表示カー ドの配布数 4,238,842枚 6,150,549ホ彙

臓器提供意思表示シールの配布数 2,232,174枚 7,236,570本文

(注1)臓 器移植意思登録システムは、平成 19年 3月 に稼動。

(注2)健 康保険証 ・運転免許証への意思表示シールの貼付は、平成 11年 に開始。

(次ページに続く)



《その他》

○ 自主財源を増大させる方策はないか。
い か 。

(参考) 平 成 20年度

法人年間収入総額 10.7億 円

うち国庫補助  5.4億 円

うち自主財源  5.3億 円

内事業仕分け室作成資

特に、寄付金収入の増大を図れな

(国からの補助・委託費比率は50%)

・会費収入

・事業収入 (*)

0.7億円

4億 円

* 4億 円のうち、2億 9000万円の移植費用収入については、レシピエント側の移植医療機関
に支払われる診療報酬について、関係医療機関に配分するものであり、ネットワークの経費に
充てられるものではない。

その他の収入は、以下のとおり。

①臓器移植希望登録の新規登録料及び更新料収入 8500万円

②移植を受けた際に費用の=部 として″ヒ
゜
ツトに負担いただくコ■

゛
ィトター経費収入 241Xl万円

・寄付金 (*) 0.1億 円
*当該法人は、税制上、特定公益増進法人とされているため、当該法人に対する寄付金は所得控除
の対象となつている。

・その他の収入   0.5億 円 来 国庫補助金が振り込まれるまでの短期借入金



仕分け人名 (           )

評価シート

(社)日 本臓器移植ネッ トワーク

【記載要

本日の改革案の説明や議論に基づいて、法人の1.事 務口事業、
体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。

2.組 織 ,運営

1-① 事務 ・事業 (あっせん業務関係事業 (補助))

※左記の事務 ・事業をどのように扱うか
チェック願います。

□ヽ②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施
□③事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、自治体へ事業
を移管し実施

一□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を行い実施

□改革案が妥当

□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直し・補助金の削減など)

的な更なる見直し内容等を記
―
し

1



1-② 事務 口事業 (あっせん事業体制整備事業 (補助))

□改革案では不十

※左記の事務・事業をどのように扱うか
チエック願います。

□①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施
□③事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、自治体へ事業
を移管し実施

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を行い実施
□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直し'補助金の削減など)

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直し内容等を記述願います)

1-③ 事務 ・事業 (普及啓発事業 (補助))

※左記の事務 ・事業をどのように扱うか
チエック願います。

□改革案では不十` ・□①事業そのものを廃止

□改革案が妥当

□②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施
□③事業の効率性を高めた上で、補助を廃上し、自治体へ事業
を移管し実施

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人べ補助を行い実施
□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直し・補助金の削減など)

評価シート

旦
（
的な更なる見直 し内容等を記述願い



1  2 組 織・運営体制 ※国家公務員の再就職状況、管理費、余剰資産など補助・委託ロ

指定等事業を行うにあたつての組織・運営体制の妥当性につい
て、チエック願いますぢ

|   □ 改革案では不十分

□改革案が妥当

更なる見直し内 います)

3              ´    :



●

(社)国 際厚生事業団について
《事務口事業説明資料≫

資料1



法人概要

≪基礎データ≫
〔馨齢l嘉雪魯〕

【22年度】 【鯵つ21年度】 ≪組織体制≫

常勤1人

非常勤9人
うち
国家公務員出身者

常勤1人

非常勤2人
常勤1人

非常勤3人

21 人

〔郵墨籠員3人 〕
うち
国家公務員出身者

1人 1人

4.5億円
うち
国からの財政支出 2.8億円 2.3億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公

務員出身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の 4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業》

予算
うち国からの財政
支出

0.4億 0億

0.1億 0.1億

27億 2.7億

1.3億 0億

(全体) 140/0

本部 21A
うち管理部門

総務部 (3人)
14

地方

総務部
常勤3人
(併任1人)

支援事業部
常勤9人
非常勤3人
(併任1人)

巡回訪問室
常勤4人

1



_業 務 概 要

設 立

O国 際厚生事業団 (JICWELS)は、国際的な保健 ・福祉の発展に貢献することを目的として、設
立された社団法人です。[1983年 (昭和58年)設立]

会 員
0会 員は、上記目的に賛同していただいた団体または、個人会員で構成しています。

団体会員 52 個 人会員 20 合 計 72会 員



① 人材育成研修事業

E藍 憂≡⊃
開発途上国の保健・福祉専門家の養成

・途上国の行政官を対象とした養成研修

・世界保健機関フェローシップ研修

・国際協力機構等国別専門研修

[豆 藍≡〕
国際協力の推進

・水道分野の国際協力の推進
水道分野における官民協力による国際協力の企画、
分析及び検討を行い、開発途上国における実情把握
のために調査団を派遣し、調査結果を公開しています。

・厚生科学研究費

社会保障国際協力推進研究を推進する目的で、
社会保障国際協力推進研究の研究成果等に
ついて、シンポジウムを開催しています。

研修事業名
19年度 20年度 21年度

参加国 人数 参加国 人数 参加国 人数

社会福祉行政研修 9 6

ll会保険行政研修 4 6

栗事行政研修 8

水道管理行政研修

必須医薬品管理研修 4

感染症対策研修 6 G 5

麻薬行政官研修 8

母子保健福祉研修 1

NCD研 修 25 40

ⅣHOフ エロー受入 5 1

合計 108

・ASEAN・ 日本社会保障ハイレベル会合
社会保障分野におけるわが国のこれまでの経験を、
開発途上国における取り組みに生かすために、
各国の社会保障政策担当のハイレベル行政官を
対象としたセミナーを開催しています。

調査・国際会議名
19年度 20年度 21年度

対象国 人数 対象国 人数 対象国 人数

水道分野の調査実施 3 1 1

へSEAN日本社会保障
ハイレベル会合

9 41

② 調査・国際会議等事業

-3-



外国人看護師・介護福祉士候補者受入れの概要



③ 外国人看護師・介護福祉士候補者受入れ施設支援事業(あっせん事業)

外国人看護師・介護福祉士候補者の円滑かつ適正な受入れの実施

受入れ実績(平成22年5月現在)

20年度 21年度 22年度

フィリピン

看護 93人 46人

介護(就労) 190人 72人

介護(就学) 27人 9月入国予定

インドネシア
看護 104人 173人 8月入国予定

介護 104A 189人 8月入国予定

手数料

事項 金額(円)

求人申込手数料 31′500円/1機関

あっせん手数料 138′000円/1名

滞在管理費 21′000円/1名(年間)

紹介手数料の比較(参考例)
民間紹介事業者(国内の医療・福祉人材を紹介)の場合、

年収の10%～ 30%を 手数料として設定

看護補助者  (平 均年収:192万円) 192′000Fl-576′000Fヨ

福祉施設介護員(平均年収 :212万円) 2L2,OOOH-637,000Fl

※平均年収は平成20年賃金構造基本統計調査における
経験年数0年の各職種の平均給与額より推計

-5-



国人看護師・介護福祉士受入事業

受入れ施設における適切な雇用管理、研修支援

<具 体的な取組み及び実績>(22年 5月現在)

実績 20年度 21年度 22年度

看護・介護導入研修
(看護)尼104人

(介護)尼104人

(看護)尼 173人、比88人

(介護)尼189人、比190人

(看護)尼(未定)、比46人、

(介護)尼(未定)、比72人

就労前説明会
尼 (看護)47施設、(介護)53施設 (看護)83施設、(介護)85施設 (看護)未定、(介護)未定

比 (看護)45施設、(介護)92施設 (看護)27施 設、(介護)34施 設

受入れ施設・候補
者からの相談対応

(母国語対応)

尼 21件 111件(うち面談8件) 16件(うち面談4件)

比 19件(うち面談4件) 7件(うち面談3件)

巡回訪間

(21年度より日本語専門家に
よる学習指導も実施)

(看護)4施設、(介護)7施 設 (看護)47施設、(介護)53施 設 (看護)146施設、(介護)204施設

研修支援

看護

ア.看護導入研修の教材配布(20年度～)         キ .集合研修の実施(22年度～)
イ 過去の国家試験問題の翻訳・提供(21年度～)      ク 模擬試験の実施(21年度～)
ウ。日本語の習得度確認試験及び評価(21年度～)     ケ 日本語学習、受験対策巡回訪間(22年度～)
工.専門分野の日本語習得のための教材配布(21年度～)  コ 研修責任者担当者会議の実施(22年度～)
オ.標準学習プランの提示(21年度～)             .

力 eラーニング学習システムの実施(21年度～)

介護

ア

イ

ウ

介護導入研修の教材配布(20年度～)

専門分野の日本語習得のための教材配布(20年度～)

日本語の習得度確認試験及び評価(21年度～)

工 過去の国家試験問題の翻訳・提供(22年度～)

-6-



資料2

(社)国 際厚生事業団の改革案につい
≪改革案説明資料≫

て



国際厚生事業団の改革案について

○ 組織体制の見直し

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/11人中 3/10人中 Al

職員 1/14人中 1/21人中

〔(資産なし)

4.そ の他改革事項
1.就労研修期間の確保(候補者就労時期の早期化)

2.マッチング成立者数の増(リストに登録する候補者
数の増)



´

―

Ｉ

Ｌ

oB役 員の縮減(これまでの改革)

雌加
１

８輔
囃

ノ

ヽ 〈平成19年度〉
4人 (11人中)

〈平成22年度〉
3人(10人中)

OB理 事の辞任に
よる1名縮減

EPA受 入れに備え体制の強化
のために役員数の増(8人
→11人)、併せてOB役 員の縮

滅 (6人→4人)

組織体制の見直し

今後、事業増大が見込まれる受入れ支援事業に対応するため、新たにあっせん

事業担当部と受入支援担当部に分ける必要がある。これにはスクラップ&ビルド
で対応することとし、事業部と研修事業部を統合する。

<平 成22年度>

・総務部

く平成23年度>
口総務部

・慕奪撃業部}          ・
事業研修部(仮称)

口

支 援 事 業 部

          { 豊        称

)

-2-



〔口資産はなし

<平 成21年度>

2.3億円 E:> <平
成21年度 ><平 成22年度>

2.8億円

・EPA受入事業の受入施設増に伴い、巡回訪間等は増加
・既定経費の削減でできる限り支出を抑える。



4。その他改革事項(あつせん事業関連)

≪今後の改革努力》

1.就労研修期間の確保(候補者就労時期の早期化)

候補者が、協定により許可されている滞在期間を、最大限受入れ施設内での就労口研修に充てられるよう、

候補者の就労開始時期の早期化を図る。

2.マッチング成立者数の増(リストに登録する候補者数の増)
より多くの候補者にマッチングの機会を提供するとともに、受入れ機関の選択肢を増やし、
マッチング成立者数を増加させるよう、マッチングリストに登録する候補者を増加させる。

求人数の約2倍 (平成22年度)→求人数の約3倍 (平成23年度以降)

≪これまでの主な改革事項≫

1.求 人登録手数料の減額(フィリピンロインドネシア両国からの受入れを申請した受入れ機関が対象)(H.22より)
(フィリピンロインドネシア申請の場合 63,000円 → 471250円 )

2.求 人登録申請・マッチングシステムの電子化 (H.21より)
3.インドネシアロフィリピン現地における候補者への情報提供の実施(インドネシアH.21、フィリピンH.22より)
4.マ ッチング方法の改善

①受入れ希望施設による現地合同説明会の実施(H.21より)
②先に候補者の希望を受入れ機関に提供(H.21より)
③現地面接時に日本語テストを実施し、その結果を受入れ機関に提供(H.22より)
④現地面接時にビデオを撮影し、受入れ機関に提供(フィリピンH.21、インドネシアH.22より)
⑤マッチング回数の増加(1回→原則3回)(H.21より)
5。経費の節減
①通訳費の節約
②航空運賃の節約
③現地スタッフの活用

И
↓



社団法人 国際厚生事業団
(役員名簿)

平成22年4月1日

役職 氏名 略歴(出身省庁等又は前職) 就任年月日

(非常勤) 理 事長 坂本 龍彦 元厚生省事務次官 平成19年6月15日

(常勤) 専 務理事 角田 隆 元東京社会保険事務局長 +Flre+roE 248

(非常勤)理 事 三好 敏昭 アステラスアイルランド(株)President&CE0 平成21年4月1日

″  理 事 河内 孝 毎日新聞社 常務取締役メディア・営業担当 平成19年10月31日

″  理 事 野部 明敬
東レ・エージェンシー(株)東京人材紹介部長(東レ
(株)主幹) 平成 19年10月31日

″  理 事 武内 辰夫 横浜市水道局 施設部長 平成21年4月 1日

″  理 事 坂本 すが 東京医療保健大学 教授 平成19年10月31日

″  理 事 吉倉  慶 元国立感染症研究所長 平成19年10月24日

″   監 事 佐野 利昭 元厚生省社会・援護局長 平成10年4月1日

″   監 事 都村 敦子 中京大学 教授 平成17年4月1日



平成 20年度 事 業報告

平成 20年度 決 算報告



平成 20年 度

事 業 報 告 書



平成 20年 度  事 業報告

I WHOフ ェロー受入れ等事業

l WHOフ ェロー受入れ事業

世界保健機関(WHO)から派遣される保健医療関係等の専門家を受入れ、

国内の病院、研究所、関係企業、施設等における研究や研修の実施面に

おける全面的便宜供与等の支援を行った。         、

2 研 修 。調査事業

(1)ラ オス国別特設労働社会福祉分野行政研修事業

独立行政法人国際協力機構 (」ICA)か ら委託を受け、国際技術協力

の一環として、フオス国の労働社会福祉分野における水準を高めるた

め、当該分野の行政官に対 して専門研修を実施 した。

(2)非 感染症研修事業

世界保健機関西太平洋地域事務局 (WPRO)から委託を受け、国立保健

医療科学院と協力し、アジア太平洋地域の非感染症 (NCD)分野の専門

家を日本に招致し、専門研修を実施 した。

(3)山 界保健機関 (WHO)事務局長等訪日支援事業

世界保健機関 (WHO)から委託を受け、WHO事務局長等の訪日に際し、

日本滞在中のサポー ト業務を行つた。       ´

(4)鳥 インフルエンザ専門家会議開催事業

世界保健機関西太平洋地域事務局 (WPRO)から委託を受け、アジア

各国のインフルエンザセンター長及びサーベイランス関係者、米国、

豪州及び日本の WHOイ ンフルエンザ研究協カセンターなど世界中から

約 100名 の専門家が参加 し、インフルエンザのサーバイランスを中心

に議論した 「第 2回 西太平洋及び南東アジア地域ナショナルインフル

エンザセンター会議」の運営事務局としての事業を行った。
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(5)結 核対策専門家会議開催事業

世界保健機関西太平洋地域事務局 (WPRO)から委託を受け、「第 6回 結

核対策技術諮問グループ委員会」及び 「アジア、アフリカを中心とした、

世界における結核の制圧に向けて」をテーマに討議 した 「国際結核シン

ポジウム」を開催 し、運営事務局としての事業を行つた。

(6)国 際保健医療学会事務局事業

日本熱帯医学会大会並びに日本国際保健医療学会から委託を受け、「第

49回 日本熱帯医学会大会。第 23回 日本国際保健医療学会学術大会合同大

会合同大会」の開催し、大会運営事務局としての事業を行つた。

(7)患 者中心の医療翻訳事業     ｀

平成 19年度に世界保健機関西太平洋地域事務局 (WPRO)からの委託に

より開催された国際会議 「患者中心の医療」シンポジウムの報告内容を

翻訳し、CD―ROM版を作成した。

(8)感 染症分野における円借款とCSR(Corporate Social Responsibility)

との連携調査

平成 19年度から2ヵ 年契約にて、国際協力銀行 (」BIC)か ら委託を受

け、南アフリカ地域における国際エイズ対策の改善に貢献するため、南

部アフリカ地域におけるエイズ対策の現状調査及び改善策を提案する事

業を実施 した。

(9)水 安全計画作成支援ソフ ト作成事業

世界保健機関西太平洋地域事務局 (WPRO)から委託を受け、厚生労働省

が平成 19年 度に作成した 「水安全計画策定ガイ ドライン報告書」をも

とに、水安全計画作成のための支援 ソフ ト英語版を作成した。

(10)モ ンゴル伝統薬製造品質管理研修事業              '

NPO法 人ワンセンブル ウ。モンゴリアから委託を受け、日本財団と同

法人がモンゴル国保健省の協力のもと実施しているモンゴル伝統医療普

.及プロジェク トのベースとして、伝統薬の製造品質管理を担当する職員

に対して医薬品製造品質管理に関わる制度、GMP監 視指導業務等に関す

る研修を実施 した。
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(11)バイオバーデン手法を用いた医薬品滅菌管理研修事業

イン ドネシア国家医薬品食品監督庁の依頼を受け、厚生労働省及び

関係団体等と協力し、講義及び実習を通してイン ドネシアにおける医薬

品の滅菌管理に対する適切な指導等が行われることを目的とする研修を

実施 した。

Ⅱ 東 南アジア諸国等福祉医療協力事業

以下の 3事 業は厚生労働省からの委託事業として実施 した。

1 水 道分野の国際協力検討及び水道プロジェク ト計画作成指導事業

本事業は、水道分野の国際協力の企画立案及びその具体的案件形成を目

指すために、水道国際協力検討委員会を中心とした事業と、条件内容の熟

度を高めるための現地調査を行 う事業からなる。

水道国際協力検討委員会では、水道分野の学識経験者からなる委員会を

設置し、開発途上国に対する技術1/1JJ力の援助手法について検討を行い報告

書に取 りまとめた。

また、現地調査では、民間企業から公募 した国際協カプロジェク ト案件

について、パラグアイ、ホンジュラス、カンボジアを調査対象国として調

査を実施し、当該機関に対して助言指導を行い、案件内容の熟度を高め、

報告書にとりまとめた。

2 ASEAN。 日本エイズワークショップ開催事業

アセアン諸国の実務行政官、専門家等を対象に、HIV/AIDSの予防並びに

治療分野におけるわが国並びに国際機関の知識と経験を紹介するとともに、
アジア地域における HIV/AIDS対策の情報交換を通じて、相互協力の調整を

図ることを目的とするワークショップを開催した。

人員 ア セアン諸国のエイズ対策行政官

3 ASEAN。 日本社会保障ハイ レベル会合開催事業

広義の社会保障分野におけるわが国のこれまでの経験を、開発途上国に

おける取り組みに生かすために、各国の社会保障政策担当のハイレベル行

政官を対象としたセミナーを開催 した。

人員 ア セアン諸国の社会保障政策担当行政官  30名

6名
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外国人看護師 :介護福祉士受入れ支援事業

1 外 国人看護師 ・介護福祉士受入れ事業

厚生労働省からの委託を受け、日比経済連携協定及び日尼経済連携協定

に基づく比人及び尼人看護師 ・介護福祉士の受入れを円滑かつ適正に実

施 ・推進するため、送り出 し調整機関との連絡調整、受入れに関する国内

広報活動、看護 ・介護導入研修の実施、受入れ機関からの各種報告の受理、

受入れ機関 ・候補者に対する研修 ・就労等に関する相談支援、巡回訪問等

の事業を行なつた。

2 外 国人看護師 。介護福祉士受入れ施設支援事業     `

外国人看護師 。介護福祉士の受入れを円滑に実施 ・運営するため、受入

れ希望機関の募集 ・要件審査、候補者の面接 ・適性検査、求職者情報の

翻詢 提供、マッチングの実施、雇用契約の締結の支援といった受入れ希

望機関に対する外国人看護師 。介護福祉士の採用選考に関する斡旋業務及

び受入れ施設に対する入国後の滞在雇用管理、就労 。研修支援を行つた。

Ⅳ 開 発途上国福祉専門家養成等事業

独立行政法人国際協力機構 (」ICA)から委託を受け、開発途上国の福祉専門

家の養成を行 うための研修を実施 した。

1 薬 事行政官研修事業 (第24回 )

薬事行政担当官を受入れ、わが国の薬事行政分野における経験 。制度等

を紹介し、開発途上国の薬事制度の発展に資するための研修を実施 した。

人員 開 発途上国の薬事行政官 8名

2 麻 薬行lFt官研修事業 (第23回 )

麻薬行政担当官を受入れ、わが国の麻薬取締分野における経験 。制度を

紹介 し、開発途上国における麻薬撲滅対策の
一助とするための研修を実施

した。

人員 開発途上国の麻薬行政官
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3 必 須医薬品製造品質管理研修事業 (第19回 )

医薬品製造責任者又は品質管理責任者等を受入れ、わが国における医薬

品製造技術及び品質管理技術等を紹介し、開発途上国の医薬品製造技術の

向上等に資するための研修を実施した。

人員 開発途上国の医薬品製造責任者又は品質管理責任者 8名

4 感 染症対策研修事業 (第22回 )

感染症対策に携わる行政官等の専門家を受入れ、わが国の当該分野に

おける経験 。制度等を紹介 し、開発途上国の感染症対策に資するための

研修を実施 した。

人員 開 発途上国の感染症対策における指導的立場にある職員 5名

5 水 道管理行政官研修事業 (第20回 )

アジア諸国の水道行政官を対象にわが国の水道技術及び援助システム等

を紹介 し、開発途上国における水道行政の向上に資するための研修を実施

した。

人員 開 発途上国で水道行政を担当する上級職員  5名

6 高 級事務 レベル社会福祉行政官研修事業 (第26回 )

社会福祉行政官を受入れ、わが国の社会福祉制度及び専門技術について

実務的知識を紹介し、開発途上国の社会福祉の発展に資するための研修を

実施 した。

人員 開発途上国の福祉行政に従事する指導的職員又は研究者  9名

7 高 級事務 レベル社会保険行政官研修事業 (第18回 )

社会保険行政官を受入れ、わが国の社会保険についての経験 。制度等を

紹介し、開発途上国の関係制度の発展に資するための研修を実施した。

人員 開 発途上国の社会保険行政及び関連制度を企画し、又は実施す

る指導的立場にある職員  10名

-5-



8 母 子保健福祉研修事業 (第2o回 )

Ⅵ

t 母 子保健福祉分野の推進に必要な考え方と実践方法について我が国の経

験を紹介し、開発途上国の母子保健福祉の発展に資するための研修を実施

したふ

「 人 員 開 発途上国の母子保健福祉行政に従事する指導的職員又は

研究者 8名

厚生労働科学研究 (社会保障国際協力推進研究)推 進事業

厚生労働省から補助金の交付を受け、厚生労働科学研究 (社会保障国際

協力推進研究)を 推進する目的で、
´
社会保障国際協力推進研究の研究成果

等について、シンポジウムを開催した。

出版刊行等事業

外国人介護福祉士受入れ施設を対象とした 「介護の言葉と漢字ハンドブ

ック」を出版刊行し、全国の書店を通じて販売を行つた。
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平成 20年 度

収 支 計 算 書

正味財産増減計算書

貸 借 対 照 表

財  産  目  録



平成20年度収支計算書総括表
平成20年1月1日力も平成21午3月31日まで

科 目 合計 ―艘会I「

~  特
別会計

内部
取;:
消去

その1

■■″ンフ■目mat
医●●力事菫

その2

外口人看護師・介甕福祉士
受入支饉事業

その3

開発晏トロ
福祉専門家義成等事=

その4

社会保●H凛 8カ
拒遭研究事露

その5

出版助刊行年事彙

【収入√)部:

会費1又入

事業収入

補助全収入

受入施設支援1「業lt入

日本語免除者導′、昴予修:「業収入

送出機関手数1収 入

出版刊行収入

性収入

特定預全取|‖収ノ、

燥入金収入

12600,000

S2,063.921

1 14,162,('72

S0661,000

S10,000

T,2SO,Oo0

122,618

6t',S61

S、ら9S )ヽ75

12.00000(,

69,1)12,T〔,0

0

0

0

51,ol)2

｀5 'ヽSt'75

91 '52 Sr3

0

6S.611.:)T2

0

0

0

2.111

1 2 ' ( ) 1 1 1

0

0

l19,lt1 000

SO,664000

1ヽ00(,0

7,2 0ヽ,00〔〕

0

ア 351

0

0

0

12,151,221

6,657,00o

0

0

0

0

0

422,64S

0

0

ll

0

0

0

0

0

∠ゝ 91,480,7381

当期収入合計(A) 336ヽ'663,F 1 2ヽ.51S.5`'0 6S,71ヽ 302 15',t'52,354 12 111,221 6.657.000 122.61S △91,480,738

前期繰越収支差額 5,2SO,315 5,07:l.ι,EJ 0 0 200,421

収入合計(3) 342,246,722 187,598,514 68,745,302 157,952,354 12,151,221 6=6571000 623,069 Z 9ゝ1,480,738

【支出の部】

事業費

管理費

送出磯門手故‖

特定預金支出

国庫l「.ギ!rt

峰入金支出

1 ドS , ( , 0 1 , 1 3 0

155.Jll.63【〕

6.:366.:'2:)

1,100.000

2 029ア )ヽ4

5 0 , 6 1 ( ) . 5 3 6

141.6S6 13,

()

1,100,000

0

t l 1  5

1 3 6 1 6 5 ( 1 1 3

r ,

0

0

2115

25,01'6」94

SP,66T,276

13,,5S206

6.1166'39

0

471,115

馬S.011.362

ら,お13,254

0

0

0

0

6.637.96「

3 5213766

0

0

0

1.556,234

1577000

2,043.005

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△91,480,738

当期支出合計0 355,945,192 196,524』84 68,745,302 161,304,518 12,151,221 6.657,000 2,043,05 Z 9ゝ1ザ480,738

当翔収支差中●■(0 △ 18,978.815 Z 1ゝ4,005,294 △3,352,164 0 0 Z 1ゝ,620,357

次期繰越収支壼憫(3D―(0 △ 13,698,470 A8,926,370 Z 3ゝ,352,164 0 0 △1,41■986



平成20年度一般会計収支計算書

平成2゛日月1日から平成21年 3月31日まで

会費収入 15,000,000 12,000,GX10 2,400,0∞

*IIE 15,000,000 12,600,000 2,400,000

般

―
―

一 会計事業収入 69,990,000 69,912,700 77,300

入事業 25,000,000 25.000,000 0

調査事業 44,990,000 44,912,700 77,31Xl

WHO事 務局長等訪日支援事業

ラオス国別特設研修事業

非感染症研修事業

鳥インフル武け
'専
門家会議開催事業

結核専門家会議開催事業

国際保健医療学会事務局事業

患者中心医療翻訳事業

′HO水 安全計面作成支援ソフト作成事業

シヨ
'ル
伝統薬研修事業

・
イオハ
'―
テ
・
ン医薬品滅菌研修事業

11,500,000

1,038,000

6,398,000

5,081,000

9,514,000

.600,000

3,716,000

3,031,000

566,000

2,500,000

546,000

ll,500,000

957,974

6,897,804

5,081,230

9,514)428

600,000

3,715,900

3,031,482

565,000

2,502,771

54alll

0

80,026

196

∠ゝ230

∠ゝ428

0

100

∠ゝ482

1,Cll10

∠ゝ2,771

△ l l l

寄付金収入 1,000,000 1,000,000

匪 蔽 1,000,000 1,000,000

雑収入 500,000 54,092 445,908

l*n^ 500,000 445,908

特定預金取崩収入 7,900,000 8,5981975 ∠ゝ698,975

退職金引当金取崩収入 7,900,000 8,598,975 ∠ゝ698,975

繰入金収入 78,703,000 91,352,823 ∠ゝ12,649,823

ln^anr. 78,703,000 91,352,823 Z 1ゝ2,649,823 *他会計より
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平成20年度特別会計その1収支計算書   陳 南アジア諸国等福祉医療協力事業コ

平成20颯 月1日から平成21年3月31日まで
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平成即年度特別会計その2収支計算書   跡 国人看護師・介護福祉士受入支援事業]

平成2“円月1日から平成21年3月31日まで
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平成 20年 度特 Ell会計その 3収 支計 算書    開 発途上国福祉専Fヨ家等養成事業]

平成2“円月1日から平成21年3月31日まで
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平成20年度特別会計その4収支計算書   [社 会保障国際協力推進協/Jlμ業]

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで

の (単位:円〕

科 目 予算 決算 差具 備考

‖i助全等収入 6,657,000 6,657,000 0

厚生労働科学研究費補助全収人 6,657,000 ln,657,000 0

国人研究者招へい事業

口への「1本人'「究者派遣事業

グ∪成果等普及啓発事業

960,010

603,305

5,093,685

960,010

603,I,05

5,093,6B5

当期収入合計lAl 6,657,000 6,657,000

0 0

6,6571000 6,657,000

の

科 目 予算 決算 差異 備考

llfr生労llll不1メチ研究1110助金・lF業費 6,657,000 3,52:〕,766 |),1131〕,234

外国人/11究者+イ{へい事業

外国への日本人'F究者派遣 :「業

イリF究成果等普及啓発事業

960,010

1n03,305

5,093,685

0

0

3,5213,766

960,010

601',:305

1,569,919

紳人全文出 0 1,577,000 / 1ヽ,577,000

厚生労働千1学研究ltl補助金返納 0 1,556,234 ′、1,556,234

当翔支出合計(C) 6,657,000 6,657,000

当期収支差額tAl―(C) 0 0

次期繰越収支差額 (D―(C) 0 0

-16-



平成20年度特別会計その5収支計算書   出 版刊行等事業]

-17-

平成2“円月1日から平成21年3月31日まで



二工 味 財 産 増 減 計 算 書

平成20年4月1日から平成21年3月31日まで

【増加の部】

1資産増カロ額

退職給与引当預金増加額

什 器 備 品 購 入 額

2負債減少額

退職給与引当金取崩額

増 加 額 合 計

Ⅱ:減少の部】

1資 産減少額

当 期 収 支 差 額

什 器 備 品 除 去 額

什 器 備 品 減 価 償 却 額

退職給与引当預金取崩額

2負 債増加額

退職 給与引 当金繰入額

減 少 額 合 計

当期IE味財産減少額

前期繰越正味財産額

期 末 正 味財 産合 計

4,100,000

10.308.900 14,408,90o

8.598.975

23,007,875

31.899.171

8.598.975

18,978,815

561829

164,552

8.598.975 27,799,171

4.100.0004.100.000

8,891,296

3.512.094

△ 5,379,202



【資産の部】

1流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

仮   払   金

流 動 資 産 合 計

2固 定 資 産

基 本 財 産

敷 金

基 本 財 産 合 計

その他の固定資産

什  器  備  品

その他の固定資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

【負債の部】

1流 動 負 債

未  払   金

仮  受   金

未 払 消 費 税 等

流 動 負 債 合 計

2固 定 負 債

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

皿 【正味財産の部】

1 正 味財産

(うち当期正味財産減少額)

負債及び正味財産合計額

35,640,280

68,558,454

22,615,013

10,000.000

126,813,747

21.137.986

147.951.733

10.000.000

,137.986

11,137.986

95,427,981

35,765,725

1.770.200

132,963,906

20.367.029

153,330,935

A5,379,202

8,891.296)

20.367.029

147,951,733

」と」墜_対  照  表

平成21年3月31日現在

-19-



財  産  目  録

平成21年3月31日現在

-20-

【資産の部】

1流 動 資 産

現    金

普通預金(三菱東京UF」銀行本店)

未  収  金

仮  払  金

流 動 資 産 合 計

2固 定 資 産

(1)基本財産

事務所保証金

基 本 財 産 合 計

(2)その他の固定資産

什器備品

キャビネット他    ― 式

収納家具      一 式

サーパー      ー 式

会議テープルセット  ー 式

カウンターテープル  ー 式

パーテーション   ー 式

マッチングプログラムソフトー式

マークシート読取装置 一式

受入施設テtタヘLスシステムー式

その他 の 固 定 資 産 合 計

固 定  資  産  合  計

資 産 合 計

【負債の部】

1流 動 負 債

未  払  金

仮  受  金

未払消費税等

流 動 負 債 合 計

2固 定 負 債

退職給与引当金

固 定  負  債  合  計

負  債   合   計

財

795,855

34,844,425

68,558,454

22.615.013

126,813,747

21.137.986

147.951.733

10.000.000

10,000,000

30,312

171,494

125,628

106,844

115,929

278,879

6,457,500

1,436,400

2.415.000

.137.986

95,427,981

35,765,725

1.770.200

132,963,906

20.367.029

153.330935

20,367,029

△ 5,379,202



社団法人国際厚生事業団

【保有資産 (土地等)】

保有資産 (土地 ・建物):な し

(平成22年 5月 1日現在)

※ 本 部については賃貸

※ 支 部はなし



【総括表】

(社)国 際厚生事業団への支出状況 (平成 20年 度決算額)

支出省庁

国からの支出合計金額 独法からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち
契約(②)

うち
契約(③)

うち
契約以外(④)

外務省 0 0 0 13,481 13,481 0 13:481

厚生労働省 148,476 148,476 0 0 0 0 148,476



【内訳】
らの補助金等に

支出省庁 写責の(目)名称 会計区分 交付決定額

厚生労働省 衛生関係指導者養成等委託費
一般会計 29,831

厚生労働省 衛生関係指導者養成等委託費
一般会計 20,418

厚生労働省 衛生関係指導者養成等委託費
一般会計 18,942

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
一般会計 6,657

厚生労働省 政府開発援助衛生関係指導者養成等委託費 一般会計 38,372

厚生労働省 政府開発援助衛生関係指導者養成等委託費
一般会計 9,931

厚生労働省 政府開発援助衛生関係指導者養成等委託費
一般会計 24,325

:千円)

支出元 物品役務等、公共工事等の名称 契約形態の別 契約金額

国際協力機構 平成19年度(継続)集団「母子保健福祉行政研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 372

国際協力機構 平成20年度集団「麻薬行政官研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,644

国際協力機構
平成20年度集団「高級事務レベル社会福祉行政研修」に係る研修実施委
託

随意契約(競争性なし) 1,606

国際協力機構 平成20年度集団「水道管理行政」に係る研修実施委託 :随意契約(競争性なし) 878

国際協力機構
平成20年度集団「高級事務レベル社会保険行政研修」に係る研修実施委
託

随意契約(競争性なし) 1,235

国際協力機構 平成20年度 (集団研修)「薬事行政官研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 2,125

国際協力機構
平成20年度集団研修「必須医薬品製造品質管理研修(GMPコ ース)」に
係る研修実施委託

随意契約(競争性なし) 1,663

国際協力機構
平成20年度(ラオス国別)「労働社会福祉行政官研修Jに係る研修実施委
託

随意契約(競争性なし) 958

国際協力機構 平成20年度(集団研修)「母子保健福祉研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,450

国際協力機構 平成20年度(集団研修)「感染症対策研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,550



t早 世 :

支出省庁

独法からの支出合計金額

合計
うち

補助金等(①)
うち
契約(②)

うち
契約(③)

うち
契約以外(④)

外務省 0 0 0 26,775 26,775 0 26,775

厚生労働省 234,154 2331468 686 2,786 21786 0 236,940

【総括表】

(社)国 際厚生事業団への支出状況 (平成 21年 度納行額)

※平成21年度執行額とは平成21年度第3・四半期(4月1日～12月31日)までの交付決定額及び契約額

3



訳内ｒｉＬ

支出省庁 予算の(日)名称, 会計区分 交付決定額

厚生労働省 衛生関係指導者姜成等委託費 一般会計 34,730

厚生労働省 衛生関係指導者養成等委託費 一般会計 125,477

厚生労働省 衛生関係指導者養成等委託費 一般会計 23,566

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 一般会計 4,661

厚生労働省 政府開発援助衛生関係指導者養成等委託費 一般会計 38,702

厚生労働省 政府開発援助衛生関係指導者養成等委託費 一般会計 6,332

(単位 :千円

支出省庁 物品役務等、公共工事等の名称 会計区分 契約形態の別 契約金額

厚生労働省 インドネシア人介護福祉士候補者受け入れ手数料 一般会計 随意契約(競争性なし) 380

厚生労働省 Nationd BOardへの手数料 一般会計 随意契約(競争性なし) 306

支出元 物品役務等、公共工事等の名称 契約形態の別 契約金額

国際協力機構 平成21年度(集団研修)「水道管理行政(A)」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,302

国際協力機構 平成21年度(集団研修)「麻薬行政官研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 2,097

国際協力機構
平成21年度集団研修「高級事務レベル社会福祉行政研修」コースに係る
研修実施委託 随意契約(競争性なし) J,914

国際協力機構 平成21年度集団研修「水道管理行政(B)」コースに係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,389

国際協力機構 平成21年度アジア地域上水道事業幹部フォーラム現地調査 随意契約(競争性なし) 1,393

国際協力機構
平成21年度集団研修「高級事務レベル社会保険行政」に係る研修実施委
託 随意契約(競争性なし) 1,244

国際協力機構 平成21年度集団研修「薬事行政官研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 2,292

国際協力機構
平成21年度集団研修「必須医薬品製造品質管理研修 (GMpコ _ス )Jに
係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,342

国際協力機構 平成21年度集団研修「母子保健福祉研修」に係る研修実施委託 随意契約(競争性なし) 1,651

国際協力機構 随意契約(競争性なし) 1,361

国際協力機構 平成21年度アジア地域上水道事業幹部フォーラム 随意契約(競争性なし) 101790

国際協力機構 インドネシア人看護師候補者の職業紹介に係る求人申込手数料等 随意契約(競争性なし) 2,786



資料3



1省内事業仕分け事務局作成資刑

主要な論点

1 フ ィリピン及びインドネシアとの経済連携協定に基づ

く唯―の受入調整機関として、外国人看護師 ・介護福祉

士受入施設支援事業 (候補者と受入施設とのマッチング)

を実施しているが、受入施設と看護師 ・介護福祉士候補

者とのマッチング方法の改善、コス ト削減等の改革努力

は十分か。

(参考)事 業費 1 3億 円 (平成 22年度予算)(国 庫補助なし)       _

2 外 国人看護師及び介護福祉士の受入れ後の受入施設の

巡回訪間等 (外国人看護師 口介護福祉士受入事業)の 実

施を国から委託され実施しているが、効果的に実施され

ているか。

(参考)外 国人看護師 ・介護福祉士受入事業の概要

(1)事 業内容
・看護 ・介護導入研修事業 (入国後の候補者が受入施設で就労する前に、看護 ・介

護分野の基礎研修を実施する。)
一 研 修会開催数 2回 (平成21年 度実績)

受講者 看 護 :インドネシア 173名 、フィリヒ
・
ン  88名

介護 :インドネ″ 189名 、フィリヒ
゜
ン 190名

・受入施設巡回指導の実施 (受入れ状況の確認、就労 ・研修に対する指導等)
一受入施設数  350施 設 (平成22年 5月 現在)
一巡回指導件数 看 護 :47件 、介護 :53件 (平成21年 度実績)

・施設内研修のための教材配布等学習支援対策
-18種 類の教材、合計約 13,000冊を配布 (平成 21年 度実績)

(2)事 業規模 (平成 22年 度予算)

2.7億 円 (全額国庫補助)(平 成21年 度予算は0.8億 円)

(3)実 施体制

支援事業部 14名 (うち巡回訪問室4名 )



内事業仕分け事務局作成資

≪共通事項 (全法人)≫

○ 当 該法人の事務 ・事業に対する委託費等の国からの財政支出が適正な額

であるか。事務 口事業の実施に当たつて冗費 (ムダ)は ないか。

O 当 該法人の組織は、当該法人の事務 口事業を実施するために適切かつ効

率的な体制であるか。.た、管翠部門の体制は過大となつていないか。

(参考)役職員の状況 (平成22年 5月 1日現在)

・役員数10名 〔理事長1名 (非常勤)、理事フ名 (うち常勤1名)、監事2名 (非常勤)〕

うち国家公務員OB3名 〔理事長 1名 (非常勤)、理事 (常勤)1名 、監事1名 (非

常勤)〕                    ,

日職員数21名 、(この他、非常勤職員3名)

うち国家公務員OB l名

管理部門比率 143%(3/21)

0 不 必要な余剰資産などを抱えていないか。内部留保、積立金が過剰では

= ミ い か 。

(参考) (万円)

現預金

(流動資産)
有価証券

等
鮭
勘
醜
土地．

積立金 ・

引当金等
その他 計

11527  ' 0 0
７
′
う
０
ハ
υ

Ｏ
こ 9,117 12,681

※内部留保率 :-8%

※基本財産 :1,000万円
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(次ページに進む)
≪外国人看護師・介護福祉士受入施設支援事業≫

○ フ ィリピン及びインドネシアとの経済連携協定に基づく唯―の受入調整
機関として、外国人看護師口介護福祉士受入施設支援事業を実施している
が、国際厚生事業団を唯―の受入調整機関とする理由は何か。

(参考1)外 国人看護師・介護福祉士の受入について
これまで我が国が外国人労働者を受け入れてこなかつた分野について、政府間の協定
に基づき公的な枠組みの下で特例的な受入を行うものであるので、病院・介護施設での
適正な就労・研修を両国政府が確保するため、相手国の送り出し機関と日本側のあつせ
ん機関を一元化し、公正 ・中立的な立場から、病院 ・介護施設を厳格に審査した上で、
外国人看護師等のあつせんを実施することとしている。
国際厚生事業団は、経済連携協定に基づく我が国唯―の受入調整機関として、厚生労
働省告示により指定され、日本国政府より相手国政府に通報されている。また、当該法
人は協定に基づき、相手国において送り出しを担当している政府機関との間で、当該法
人を協定に基づく唯―の受入れ調整機関として合意する旨の契約を締結している。

(参考2)外 国人看護師・介護福祉士受入れ施設支援事業の実施内容
・受入れ希望機関の募集口要件審査
・受入れ施設情報の翻訳 ・提供
・面接 ・適性検査 ・日本語テスト (全ての候補者に対して現地で実施)、フィリピン・

インドネシア現地合同説明会
・求職者情報の翻訳口提供
・マッチングの実施・雇用契約の締結の支援

○ 受入施設と看護師・介護福祉士等の候補者とのマッチングを行うにあたっ

てt受け入れ施設と候補者双方のニーズヘの対応や利便性の向上に、十分
取り組んでいるか。

(参考)外 国人看護師・介護福祉士の受入実績

フィリピン インドネシア
看護師 介護福祉士 看護師 介護福祉士

平成20年 度 104 104

平成21年 度 9 3 190 1 7 3 1 8 9

平成22年 度 4 6 7 2 マッチング中 マッチング中

Oマ ッチングのための申込手数料 (3万1500
8千円)は 、高すぎることはないか。

円)や あっせん紹介料 (13万
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≪外国人看護師 ・介護福祉士受入事業≫

O外 国人看護師及び介護福祉士の受入制度の適切な運営を確保するために

受入施設の巡回指導や研修生の支援等が、十分かつ効果的に実施されてい
｀
   る か。

(参考1)外 国人看護師・介護福祉士受入事業の概要 (再掲)
(1)事 業内容                             ′

‐     ・ 看護・介護導入研修事業 (入国後の候補者が受入施設で就労する前に、看護・介
護分野の基礎研修を実施する。)
一 研修会開催数 2回 (平成21年 度実績)            ~
受講者 看護 :インドわ7 173名、フィリピン 38名

′
            介 護 :インドルア 189名 、フィリピン 190名

・受入施設巡回指導の実施 (受入れ状況の確認、就労 ・研修に対する指導等)
一受入施設数  350施 設 (平成22年 5月現在)
二巡回指導件数 看 護 :47件 、介護 :53件 (平成21年 度実績)

・施設内研修のための教材配布等学習支援対策
-18種 類の教材、合計約 13,∞0冊 を配布 (平成21年 度実績)

`      (2)事
業規模 (平成22年 度予算)

2.7億 円 (全額国庫補助)(平 成21年 度予算は0.8億 円)

(3)実 施体制

支援事業部 14名 (う.ち巡回訪間室 4名 )
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(参考2)EPA関 係のその他の事業と実施主体 (平成22年 度予算)

事業名 (所管省庁) 事業内容 実施主体 予算額

平成 22年度「経済連携

人材育成支援研修事業

(日比経済連携協定に

基づく看護師候補者 ・

介護福祉士候補者受入

鵬 業)」

(経済産業省)

日本 ・フィリピン経済連携協定に基づき来日

の決定したフィリピン人看護師候補者、介護

福祉士候補者を日本に受け入れ、6ヶ 月間の

日本語研修、及び社会文化適応研修等を実施

株式会社アーク

アカデミー

株式会社エヌ・

アイ ・エス

財団法人海外技

術者研修協会

等

196億 円

日・インドネシア経済

連携協定に基づくイン

ドネシア人看護師 ・介

護福祉士候補者に対す

る事前研修事業 (日・

ASEAN統合基金事業)

(外務省。経済産業省)

日・インドネシア経済連携協定に基づき日本
に受け入れられるインドネシア人看護師・介

護福祉士候補者 (平成22年 度、最大500

名)に 対して日本語の語学研修を含む6か月

間の研修 (事前研修)(イ ンドネシア2か月、
日本4か 月)を 実施するものであり、日本政

府が日・ASEAN統 合基金 (ASEAN事

務局)に 拠出した拠出金を財源として実施

財団法人海外技

術者研修協会

基金事業

(平成 20

年度第 二

次補正予

算で 162

億 円 を拠

出)

外国人看護師候補者就

労研修支援事業

(厚生労働省)

日本語能力の向上を図るための日本語学校等
の修学費や、就労研修の体制の充実を図るた
めの研修指導者等経費等に対する支援を行
つ。

都道府県 2.5億円

受入施設日本語習得支

援事業

(厚生労働省)

受入施設における継続的な日本語研修 (日本

語講師の受入施設への派遣、日本語学校や養

成校への通学)に 係る経費を支援

都道府県 29億 円

日本語定期研修事業

(厚生労働省)

集合研修で確認テストの実施、習得度の評価、
個々の候補者に応じた適切な学習方針の提示
などを実施

財団法人海外技

術者研修協会

0.6億円

○ 当該事業を、国際厚生事業団より効率的・効果的に実施できる他の団体は

4 1 い か 。

《地球規模保健課題研究推進事業》

0当 該研究推進事業は、指名型ではなく、公募型で実施できないか。

(参考)国庫補助額 373万 円 (平成22年 度予算)※補助予定

466万 円 (平成 21年 度予算)

《役員の選任について》

070歳 以上の厚生労働出身者の再任を行わないよう要請する大臣書簡を

受けて、どのように対応するのか。

(参考)70歳 以上の厚生労働省OBに ついて

何らかの報酬を得て在職している70歳 以上の厚生労働省本省課長相当職以上経験

者については、次期改選期に再任しない毒p取 扱を検討することを、長妻厚生労働大臣
0
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から法人代表者に対して要請している。(平成22年 3月 26日 )
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看
護
師
試
験
に

３
外
国
人
合
格

厚
生
労
働
省
は
“
日
、
経
済
運

携
協

定

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
に
基
づ
き
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
と

フ
ィ
リ
ピ

ン
か
ら

薔

仝

華

曇

λ

が
目
晨
Ｅ
職

に
合
格
し
た
、
と
発

表
し
た
。
受
け

入
れ
を
始
め
た
２

０
０
８
年
以
来

、
合
格
者
が
出
た

の
は
初
め
て
一

合
格
し
た
の
は
新
潤
県
の

■
‘

町
肩
院

〈
三
条
市
）
の
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
人
２
人
と
、
栃
木
県
の
足
剰

赤
十
宇
痛
院

（
足
利
市
）
の
フ
ィ

リ
ピ
ン
人
１
人
。
日
本
人
も
合
め

た
全
体
の
合
格
者
は

４
万
７
３
４

０

人

で
合

格

率
は

９０
％

だ

っ
た

が

、
両
日
か
ら
来
て
研
修
中
の
署

諄
耐
腱
柵
者
は
今
回
は
２
５
４
人

が
受
験
し
、
１
％
だ

っ
た
。

「受
繊
番
号
を
見

つ
け
た
時
は

安
心
し

て
う
れ
し
か

っ
た

で
す
」
。

三
之
町
梢
院
の
リ
ア

・
ア
グ
ス
テ

イ
ナ
さ
ん
〈
２６
）
と
ヤ
レ
ド

・
フ

ェ

プ
リ

ア
ン

・
フ

ェ
ル
ナ
ン
デ

ス
さ

ん
（
“
）
は
合
格
性
の
費
見

で
笑
則

を
み
せ
た
。　
　
　
　
　
　
　
′

餞

定
で
は
書
謹
師
横
抑
者
は
稲

在
畑
間

の
３
年
以
内
に
日
本
油
に

よ
る
国
栞
歓
ｍ
に
合
格

で
き
な
け

れ

は
帰

ｎ

し
な

け

れ

ば

な
ら

な

い
。

（伊
末
苗
、̈
北
編
麟
治̈
）

合
格
率
■
％
、言
葉
の
壁

Ｅ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
か
ら
の
口
出
ｍ
使
補
者
３
人
が
日
本
の
国
家
試
験
に
初

め
て
合
格
し
た

。
し
か
し
合
格
率
は
わ
す
か
１
％
と
厳
め
て
低
い
。
３
年
の
滞
在
期
限
中
に
受
験
Ｅ
会
は

３
回
し
か
な
く

、
受
け
入
れ
開
始

時
に
来
た
候
補
者
に
と

っ
て
は

あ
と
１
回
し
か
受
験

チ
ャ
ン
ス
が
な

い
。
制
度
見
直
し
の
課
題
が
浮
か
ん
だ
。
　

　

　

　

　

　

　

　

（細
見
る
い
、
日
中
康
晴
、
辻
外
配
子
）

合
格
し
た
ョ
之
町
痛
院
で
研
修

中
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
人
は
２
人
と

も
母
国
で
は
■
泄
師
だ
っ
た
。
リ

ア
さ
ん
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
大
を
卒

業
覆
７
年
勤
務
し
、
ヤ
レ
ド
さ
ん

は
研
饉
学
校
で
学
び
心
臓
専
門
の

肩
院
で
約
４
年
働
い
て
い
た
。
２

０
０
８
年
夏
、

「日
本
で
最
新
の

医
療
技
術
を
学
び
た
い
」
と
来

日
．
半
年
の
日
本
磨
研
修
を
終
え

て
０９
年
２
月
に
薔
任
し
た
。

２
人
と
も
昨
年
の
国
家
Ｒ
験
で

は
問
題
す
ら
鵬
め
な
か
っ
た
。
そ

の
後
の
１
年
は
、
年
前
は
■
護
助

手
と
し
て
医
憲
器
具
の
消
毒
や
凛

備
、
シ
ー
ツ
交
換
な
ど
単
純
な
作

業
を
し
な
が
ら
、
年
後
は
日
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語

や
試
験
の
勉
強
を
続
け
た
。
年
明

け
か
ら
は
睡
眠
時
間
を
削
り
休
日

も
懲
強
を
し
た
。
ヤ
レ
ド
さ
ん
は

「試
験
は
も
う
こ
れ
で
最
後
に
、

と
勉
強
し
た
」
と
笛
う
。

病
院
の
支
藍
も
手
厚
か
っ
た
。

院
内
の
一
室
の
勉
強
部
屋
や
パ
ソ

コ
ン
を
あ
て
が
わ
れ
い
看
鯉
酎
ら

が
毎
日
２
～
３
時
間
、
交
代
で
指

導
し
た
。
国
際
貫
献
に
関
心
が
高

い
病
院
長
自
ら
が
指
導
役
に
な
る

こ
と
も
あ
り
、
病
院
あ
げ
て
取
り

組
ん
で
き
た
。
教
育
に
人
手
を
と

ら
れ
て
忙
し
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が
増
し
、
日
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人

看
＝
節
の
士
気
が
下
が
る
と
懸
念

す
る
施
理
が
多
い
な
か
、
こ
う
し

た
所
は
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し
い
。

２
人
は

「サ
ポ
ー
ト
し
て
も
ら

っ
た
感
闘
の
気
持
ち
を
握
元
し
た

い
」
と
（
４
月
以
降
は
三
之
町
綱

院
に
残
っ
て
書
理
師
に
な
る
つ
も

り
だ
。
者
護
記
員
を
日
本
語
で
円

か
ね
ば
な
ら
な
い
な
ど
饉
壼
ξ
ふ
″

る
が
、
リ
ア
さ
ん
は

「も
っ
と
日

本
で
勉
盪
を
続
け
、
大
学
眺
に
も

行
き
た
い
」
と
后
す
。

も
う

一
人
の
合
格
者
は
足
利
赤

十
字
病
院
の
ラ
リ
ン

・
エ
パ
ー

・

ガ
メ

ッ
ド
さ
ん
（
誕
）
。
昨
年
５
月

に
来
日
し
た
。
フ
ィ
リ
ピ

ン
で
看

護
師
と
し

て
８
年
間
勤
務
後
、
サ

ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
で
５
年
間
、
ま
命

医
療
な
ど
に
携
わ

っ
た
。
１２
月
下

旬
か
ら
試
験
ま

で
は
連
日
、
朝
か

ら
夕
方
ま
で
５
年
分
の
過
去
の
間

題
を
凛
り
返
し
解
い
た
“
分

か
ら

な
い
問
題
に
出

く
わ
す
と
、
常
に

そ
ば
に
い
る
教
育
担
当

の
医
師
が

観
明
し
て
く
れ
た
と
い
う
。

昨
年
に
続
き

不
合
格
だ

っ
た
候

補
者
の
施
設
は

、
厳
飾
な
漢
字
や

日
本
の
医
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制
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が
星
に
な

っ
て

い
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と
指
摘
．
試
験
簡
題

を
読
み

〓リ
ュ
軍
里
習
■
２
〓
正
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率
が
上

が
ら
な
い
と
い
・■

受
け
入
れ
施
設
の
支
塑
が

な
く

勉
強
時
間
が
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で
き
な
い
た
め

「
３
年
い
て
も
合
格

で
き
な
い
」

と
あ
き
ら
め
て
い
る
人
も
い
る
。

施
設
側
に
も
候
補
者
は
労
働
力
に

見
込

め
な
い
う
え
に
給
料
な
ど
も

支
払
う
ｉ
週
か

ら
、
教
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に
コ
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を
か
け
に
く
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。
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この記事は廟L新 蘭任の詰 を得て転載しそいます。
~

無断で複製、送信、出版、頒布、翻訳、翻案等著作権
を侵害する一切の行為を禁上します。

見
切
り
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は
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人
に
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な
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字
が
多
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。
当

初
は

「
ル
ビ
を
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っ
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」

「母
国

語
の
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を
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け
て
」
な
ど
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ま
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入
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。
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人
著
護
師
ら
は

「
も

っ
と
早
く
に

　

　

′
、

雫
鐵
舗
夢
中
制

鵬一̈騨̈
盪
盤
　細

は説
蹄
智
鮮
辞
螺
　
期

雙
饒
襲
露
辞
魏

　
ニ

減難
断
築
弩
調
呪
　
』

眈̈

　
瑚

授

盆
昆

研
８

は

「
晴
中
墨
栗

の
中
、
候
補
者
も
施
設
も
慣
性
に

な
り
、
受
け
本
理
留
潜
】減
っ
て

い
る
。
制
度
の
持
続
性
が
危
ぷ
ま

れ
る
」
と
話
す
。

拿

醤

で
棄

景

深
刻
に
な
る
国
内
の
看
製

・
介
霞

労
働
市
場
に
、
専
門
的
な
仕
事
を

外
口
人
に
担
っ
て
も
ら
う
モ
デ
ル

ケ
ー
ス
と
し
て
も
注
目
さ
れ
て
き

た
。
だ
が
、
回
応
農
塾
大
学
の
後

藤
純

一
教
授

（
国
際
労
働
経
済

学
）
は

「外
目
人
を
本
気
で
受
け

入
れ
る
つ
も
り
な
ら
何
千
倍
も
の

予
算
を
か
け
、
教
育
を
充
実
さ

せ
、
数
万
人
単
位
で
受
け
入
れ
る

べ
き
だ
」
と
言
・■



評価シート

仕分け人名 (           )

法人名 |            (社 )国 際厚生事業団

本日の改革案の説明や議論に基づいて、法人の 1.事 務 ・事業、 2.組 織 ・運営
体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。

1-① 事務・事業 (研修 ・国際会議等事業 (補助))
※左記の事務・事業をどのように扱うか
チエック願います。

□①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施
□③事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、自治体へ事業
を移管し実施

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を行い実施
□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直し・補助金の削減など)

□改革案が妥当

な更なる見直し内容等を記述願います)



1-② 事務 ・事業 (外国人看誰師 ・介譜福祉士受入事業 (補助)) 評価シ■ト

□改革案では不十

□改革案が妥当

※ 左記の事務 ・事業をどのように扱うか
チエック願います。

□①事業そのものを廃止 `
□②事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、国で直接実施
□③事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し、自治体へ事業
を移管し実施           、

□④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を行い実施
□⑤法人へ補助を継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法
の見直し・補助金の削減など)

2 組 織 ・運営体制 ※国家公務員の再就職状況、管理費、余剰資産など補助 ・委託 ロ

指定等事業を行うにあたつての組織 ・運営体制の妥当性につい
て、チェック願います。

□改革案では不十分

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直し内 を記述願います)
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